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国際放射線防護委員会勧告の適用に関する専門委員会4は1978年5月の会

合において.1968年5月に採択された ICRPPublication 12' r作業者の放射線

防護のためのモニタリングの一般原則」を改訂することを決定した。これは，

ICRP Publication 26 r国際放射線防護委員会勧告」で公にされた委員会勧告
との整合をはかるためである。この報告書はこの改訂作業の成果であり，現在

改訂が進められている ICRPPublication 7 r放射性物質の取扱いに関連する環

境モニタリングの諸原則」と補足しあうものである。

作業者の放射線防護の問題と関連する ICRPPublicationはこのほかに，

Publication 10 r職業被曝による体内汚染からの身体組織への線量の評価J.
Publication 13 r学校における放射線防護」および Publication30 r作業者によ

る放射性核種の摂取の限度」がある。

しかし，この報告書では. ICRP Publication 24 rウラン鉱山および他の鉱

山における放射線防護」の中で特別に論じられている主題である鉱山労働者の

防護は取り扱われていない。

専門委員会4の構成員:
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H. Jammet (委員長)

R. M. Alexakhin 
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F. Morley 
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S.D. ~oman 



(viii) 

R. Wilson Y. Yoshizawa 

B. C. Winkler 

(1981年一19部年〉

H. Jarnmet (委員長〉 D. W. Moeller 

R. M. Alexakhin R. V. Osborne 

R. Coulon J.O. Snihs 

R. E. Cunningham S.D. Soman 

A. J. Gonzalez G.A.M. Webb 

O. Ilari L.X. Wei 

E. Kunz B.C.羽Tinkler

J. Mehl Y. Yoshizawa 



A.緒論

(1) 放射線および放射性物質による被爆の評価あるいは管理に関連する

測定はモニタリング*という一般的な用語で表現される。この報告書のねらい

は，モニタリングプログラムの目的を効果的かっ経済的に果たすために，その

基礎となりうる一般的原則を確立することである。モニタリングのうちのある

面は，国あるいは地域が要請する事項であるかもしれない。この報告書の勧告

は，その要請が委員会の勧告に基づいている場合にだけこれらの面に関係をも

つものである。

(2) モニタリシグプログラムの目的は明確に定義して記録しておくべき

であり，かつ，その計画はこれらの目的を反映すべきである。計画には，モニ

タリング結果の解釈に関する根拠と，それがプログラムの目的とどのような関

係にあるかということが含まれているべきである。この根拠もまた記録してお

くべきである。最後に，計画には，必要な記録についての指針と，関連する記

録の保存および破棄の方法についての指針が含まれるべきである。これらすべ

てのことがらは，数年ごとに，あるいは施設の運転上大きな変化があったと

か，委員会の勧告，または国あるいは地域の要請に大きな変化があった場合に

はいつも再検討されるべきである。

放射線防護における測定の機能

(3) 職業上の放射線防護およびそのもっと一般的な母体である職業衛生

の主目的は，容認できる程度に安全でかつ満足できる作業条件を作りあげて維

持することである。測定はいかなる放射線防護プログラムにおいても主要な役

* 下線を付した語はK章で定義されている。
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割を果たさなければならないものではあるが，モユタリングは測定以上のもの

を含んでいる。すなわち，モニタリングは，委員会の勧告および関連する国家

的要請による解釈をも含んでいなければならない。それゆえ，その正当性はま

ず第ーにモニタリシグが十分な安全性を達成するのに役立っているという点

に，およびこのことを立証することに見出されなければならない。労資関係ま

たは対社会関係，あるいは科学的研究の分野では，ときにはその他の付随的利

益があるかもしれないが，これらの利益はそれ自体ではモニタリングプログラ

ムに主要な正当性を与えるものではないで、あろう。モニタリングは，重要では

あるけれども放射線防護の一つの技術にすぎず，それ自体が目的ではない。

モニタリングの原則

(4) 委員会の勧告する線量制限体系では，さまざまな種類とエネルギー

との放射線に対する線量限度を表す共通の数値的基礎として，線量当量および

これと関連する諾量，すなわち，器官または組織における平均線量当量，実効

線量当量および預託実効線量当量が使用されている 1，へそれに加えて，線量当

量は種々の放射線による損害を算定するための尺度を与える。また委員会は，

体外放射線に関する補助限度，すなわち深部および表層部線量当量指標の限

度，ならびに，体内放射線に関する補助限度，すなわち，放射性核種の年摂取

限度を勧告している。実際の状況ではほとんどの場合，一次線量当量限度では

なく補助限度が使われるであろう。

(5) 満足な作業条件が存在していることを保証しようとするモニタリン

グの目的は，したがって，まず第ーに，基本限度一一一次限度にせよ補助限度

にせよーーーを表現している諸量によって作業者の被曝を推定するのに必要とな

る情報を提供することであるヘ しかしながら，組織または器官における平均

線量当量，放射性核種の摂取量，および線量当量指標は，実際には直接に測定

することができない。これらは，他の直接に測定できる量に基づいて推定しな
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ければならない。

(6) 測定結果の解釈は，測定される量と推定される量との関係を定量的

に記述する一つのモデルに基づいて行われる。モデルと測定値とは両方とも重

要である。モニタリングプログラムの測定値を解釈するためのモデルは，適切

な測定方法を選択するさいの前提条件である。

(7) 実際には，たとえば排気系統における放射性核種の測定といった種

類の異なった測定が行われる。こうした測定結果を，基本限度を表現している

諸量によって解釈することはむずかしい。重要なことは，このような測定の機

能と限界を明確に理解し，その測定が単独か，あるいは他の測定との組合せに

よって放射線防護の目的に沿えるようにすることである。
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B. 委員会の勧告

(8) モニタリングプログラムを計画し，その結果を解釈する場合には，

委員会の勧告1，2，14)および専門委員会の勧告ト川ならびに関連する ICRU出版

物1丸山に注意を払うべきである。委員会勧告の解釈上の問題の多くは， モニ

タリングプログラムの詳細な検討にてらしてのみ論じることができるので，こ

の報告書の適当な個所で述べる。しかし，それとは別に取り扱う方が便利であ

るような解釈上の問題が若干あり，それを以下に述べる。

作業条件の区分による個人の被曝

(9) 委員会の現勧告は作業者すべてに適用される一組の年線量当量限度

を与えているが，さらに，モニタリングプログラムの立案と遂行にあたって考

慮しなければならないそのほかの制限も含んでいる。これは，生殖能力のある

女性および妊娠中の女性の被曝に関する諸制限である。

(10) 作業者の放射線防護の問題はその規模と性質が大きく変わりうるこ

とを考えると，作業条件を分類する体系を導入することが実際上有利であり，

委員会の勧告はそのような2つのクラスを与えているヘ作業条件Aは， 1年

間の線量当量が該当する年限度の 10分の3を超えるおそれのある状況である。

作業条件Bは， 1年間の線量当量が該当する年限度の 10分の 3を超えることに

はほとんどなりそうもないような状況である。これらの定義は，特定の 1年聞

に実際に受ける被爆線量ではなく，この被爆線量に達する可能性に関連してつ

くられたものである。実際には，作業条件Aの作業者が現実に受ける年間の線

量当量は大部分が線量当量限度の 10分の3よりも低い。 この分類の目的の一

つは，必要な管理方法を簡単にすることにある。作業条件Bと対照的に，作業条
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件Aにおいては， 日常の個人モニタリ γグなLでは線量当量限度を遵守しかっ

そのことを立証することができなし、。しかし作業条件Bにおける個人モニタ

リングは，状況が満足であるということを確認するための方法として，あるい

は線量分布に関する統計的データを収集するためにときに行われることがあろ

う。経験によれば，放射線源や放射性物質が使用されている施設の作業者の大

多数は作業条件Bで作業しているものとして分類できる。委員会が提案した分

類によれば，安全基準を引き下げることなくモニタリングプログラムにおいて

かなりの経済的節約を達成する機会が与えられる。個人モニタリングを必要と

する作業者を見分ける規準は，この報告書のC章およびI章ならびに付録Aお

よびBの中で論じられている。

体内被曝と体外被曝の加算

(11) 委員会の勧告する非確率的影響に関する線量当量限度は， 1年聞の

体外被曝による器官または組織の線量当量とその年の放射性核種の摂取による

預託線量当量との和に関係している。委員会の勧告する確率的影響に関する線

量当量限度は， 1年間の体外被曝による実効線量当量と，その年の放射性核種

の摂取による預託実効線量当量との和に関係してし、る。実際には，体外被爆に

関する 2つの補助限度，すなわち深部および表層部線量当量指標についての年

限度と，放射性核種の摂取についての補助限度すなわち年摂取限度 (ALI)が

使用される。これらの諸量についての十分正確な推定値を得ることができるモ

ニタリング方法を用いれば，次の2条件を満たすことによって，必要とされる

防護レベルを達成すること，および，線量当量限度が守られていることを実証

することが可能である。

よ主ェL+Z-L三1，かっJ主L::;;l
HE.L 'J IJ.L ~~， N - Hsk，L 

ここで， Hr.dは年深部線量当量指標， Hr.sは年表層部線量当量指標，HE.L 
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は実効線量当量の年限度， HSk，Lは皮膚の線量当量の年限度，IJは放射性被種

jの年摂取量，および，Ij，Lは放射性核種jのALIである。測定および解釈上

の実際の諸問題はこの報告書ののちの章で取り扱う。体外被曝に関するとの両

方の限度に適合すれば，実際のほとんどの状況において水晶体に対する線量当

量限度を守ることができる。同様の方法により認定限度が守られていることを

立証できるであろう。さらに， ALIが非確率的影響によって決定されている場

合には，この方法は不必要にきびしくなるかもしれないことに注意すべきであ

る。 (ICRPPublication 30， Part 1の9.7節も参照。〉

(12) 個人モニタリングを導入すべきか否かに関する決定は，体外被曝お

よび体内被曝の起こる可能性にそれぞれ独立に基づいて行えばよい。したがっ

て，体外被曝が線量限度の 10分の 3を超えそうな状況にありうることに基づい

て作業環境を作業条件Aと分類したとしても，もし体内被曝が補助限度の 10分

の3を超えることにほとんどなりそうもないならば，その分類は体内被曝のた

めの日常モニタリングを導入する理由には必ずしもならないし，その逆もまた

同じである。実際には，作業者の防護の適切なレベルを保証するため両方の種

類の日常モニタリングが必要になる状況は，数少ないであろう。作業条件Aま

たはBのいずれを適用するかの判断には不正確さが避けられないので，まれに

あるどちらともいえない場合を除き，体外および体内被曝を別々に算定すれば

十分である。また，両種の被曝に関する参考レベル (17項参照)とくに記録レ

ベルはたいていの場合独立に考慮してよく， したがって一方を他に対して調整

することは不必要になる。しかしながら放射性核種の混合摂取の場合，個々の

放射性核種の参考レベルは数種の放射性核種の 1年聞にわたる摂取を制限する

さい用いられるのと同様なやり方で相互に調整すべきである。

(13) 異常被曝*の場合には， さまざまな器官や組織の線量当量， または

その方がより適切である場合には吸収線量の，より正確な推定値を得るために，

場 ICRPPublication 261) 133ー135項， 188ー194項。
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そニタリシグおよび調査についてのより詳細なプログラムが必要になるであろ

う。このような被爆では，線量当量は日常起こる状況での線量当量よりも通常

はるかに高いであろう。したがって，これらの器官および組織の線量当量また

は吸収線量を算定するにあたっては，体外放射線と体内放射線の両方を考慮に

入れることが必要でもあり，また実行可能でもある。

誘導限度および認定限度

(14) モニタリングプログラムの過程で得られる測定値の多くは，委員会

の勧告する量により直接に表現することができない。ある場合には，実際の測

定値と委員会の勧告値との聞の関係はかなり単純直裁であり，委員会の勧告に

よりその測定結果のおおよその重要度を評価することはかなり容易である。こ

の方法は，体外放射線に関する{巨人モニタリングの解釈や放射線の線量率モニ

タリングのあるものにおいてふつうに用いられている。しかし，そうした簡単

な解釈でさえも，実際には，たとえば身体の特定の場所に着用した線量計など

により測定された量と，実効線量当量または線量当量指標のような基本限度が

与えられている量との関係を表すーっのモデルに基づいていることをはっきり

と理解すべきである。そのようなモデルの限界を認識していなければ，一見単

純な状況においてでさえ誤った結論に至ることがある。その他のいくつかの測

定値の解釈はもっとむずかしい。というのは，解釈は，作業者がその環境の中

で動いたり環境を利用したりする仕方および被曝の機構と経路など，他の要因

に依存するからである。たとえば，作業場所の床の表面汚染の測定値と委員会

の勧告値との関係はきわめて複雑である。

誘導限度

(15) 誘導限度 (DL:derived limit)は， 線量当量， 預託線量当量ある

いは摂取量以外の量に関連をもっ一つの限度でるって，定められたそテ勺レを用
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いて，作業場所の特定の状況下で基本限度を反映するように意図されている限

度である。 それにより， モニタリングプログラムで測定される量と委員会が

勧告する線量当量限度あるいは年摂取限度との聞に定量的な結びつきを与える

ことができる。管理者により放射線防護の最適化に基づいて導入される諸限度

も誘導限度を設定するための根拠として用いることができ，これは誘導認定限

度と呼ばれる。その結びつきの正確さはそのモデルがどの程度事実に近く選ば

れたかに依存し，このことは次に得られた DLがどの程度一般的に適用できる

必要があるかに依存している。たとえば，表面汚染に関する DLは，ある定め

られた擾乱を受けた，定められた表面材上の特定の汚染源物質に関して導くこ

ともできるし，どのような汚染にも一般的に適用できるように導くこともでき

る。特殊性を中程度に選ぶこともまた可能で、ある。より一般的な状況に適用で

きる DLはより広範囲に利用できるであろうが，不確かさの幅もずっと広くな

り，よりきびしいものでなければならないであろう。ある誘導限度を決めるに

あたっては，これを守れば事実上確実に委員会の勧告する一次限度あるいは被

曝を合理的に達成できるかぎり低く保つという原則に基づいて設定された作業

限度を遵守することになるような数値を設定するよう意図すべきである。さら

に， DLを遵守し:得なかったことは，線量当量が該当する年限度を超えたこと

を必ずしも意味するものではないが， DLを超えないように作業を行うことを

意図すべきである。したがって，結果が DLを超えたということは，意図した

安全基準を満たし得なかったことになり，実行可能ならば改善措置を取るべき

である。あるいは，使用されている DLが進行中の特定の作業にとって不当に

きびしすぎることが示される場合もあろう。そのときには作業の方針を修正し

て新しい DLを採用するのが理にかなっているであろう。方針の一貫性を保ち

DLの重要性に対する信頼を維持することの必要から， このような変更は軽々

しくなされたり頻繁になされたりすべきではなし、。
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認定限度

(16) 監督官庁または施設の管理者によりある種の限度が定められること

があり，これが認定限度である。それは，国あるいは地方の要請により指示さ

れた運用上の意味をもち，特定の状況に適用されるものである。それは防護の

最適化の手法によって，あるいはその他の考察によって設定されるであろう。

委員会は，そのような限度が委員会の一次限度あるいは該当する誘導限度を決

して超えるべきでなく， むしろこれらよりも低くすべきであることを勧告す

る。

参考レベル

(17) 参考レベルは，放射線防護プログラムの中に含まれる任意の量に対

してあらかじめ決められる値であり，ある量の値がこの決められたレベルを超

えたとき，または超えると予測されたときに，一連の措置を取ることが要求さ

れるレベルで、ある。参考レベルはときには線量当量あるいは年摂取量の値であ

ることもあるが，しかし，他のどのような量にも適用できる。そのとき，これ

らは誘導参考レベルと呼ぶことができる。参考レベルはそれ自体は限度ではな

く，これに関連する措置は，値を記録するといった小さな措置から，介入とい

った大きな措置までの幅があるであろう。放射線防護プログラムにおいて関心

のもたれる最もふつうの形の参考レベルは，記鍾と三ごと，塑童と三竺および企

入レベルである。これらの概念は， ICRP Publication 261)の149-152項に定

義されており，以下の項でも論議する。

記録レベル

(18) 記録レベルは線量当量あるいは摂取量について正式に定められる値

で，そのレベルを超えたならばモニタリングプログラムから得られた結果が保
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管に値する重要性をもつような値である。委員会は， 個人モエタリングの記

録レベルは年限度のうちその個人モニタリング測定が行われた期間に対応する

割合の 10分のlに基づくべきことを勧告している。 第3項に述べたような補

足的なことを考慮すると，これより低い値が適当で、あるかもしれない。記録レ

ベルを設定するもう一つの理由は，記録された線量算定上の情報を，最適化の

ために必要となる集団線量と集団線量預託を算定する目的に適用することから

生ずる。 このことは， 委員会の勧告値よりも低い記録レベルを正当化するで

あろう。 しかし， このような記録レベルの諸目的は明確にしておくべきであ

る。

(19) 記録レベルを導入する論拠は， 次の事実すなわち， 一般的にいっ

て，モニタリングの結果を得ることはやさしいがそれを解釈することは困難で

あり，また，モニタリングプログラムで蓄積される大量のデータはほんの一時

的な価値しかもたないことにある。たとえば，個人線量計の検出の限界値を超

えた線量当量はすべて注目して記録することが習慣化している。ごく小さなリ

スクにしかならないような被曝に非現実的に注目することがないとすれば，全

損害を推定するのに有益であろう。その他の被曝は， しばしば同じ程度の大き

さの他の被曝であっても，検出の限界値以下であるとか，その個人がモニタさ

れていないといった理由で記録されない。

(20) 記録レベルを使用することは，放射線防護の目的からは記録レベル

より小さいモニタリングプログラムの結果は棄却することができ， 年線量当量

または年摂取量を算定するうえでゼロとして扱うべきであるということを意味

するであろう。モニタリング結果は，単に記録レベル以下として個人の記録に

記載することができる。

調査レベル

(21) 調査レベルは，集積線量当量あるいは1年間の摂取量ではなく，ふ
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つうは 1回の測定に関して決められる線量当量または放射性物質の摂取量本の

値であって，その値を超えた場合には，結果はそれ以上の調査を正当化するほ

どの重要性をもつものである。委員会は，個人モニタリングの調査レベルは，

当該年限度のうちその測定期間に対応する割合の 10分の 3に基づくのが多く

の場合適切であることを勧告している。他の種類のモニタリングについては，

調査レベルの設定基準は，そのモニタリングプログラムの目的と行おうとする

調査の種類に依存するであろう。作業場所のモニタリングに対する調査レベル

の，一つのありふれた形は，正常な条件の下で期待されるモニタリング結果の

一致性に基づいて決められるものである。

(22) 経験の示すところによれば，モニタリングプログラムから得られる

情報の多くは，状況が満足なものであり，どのような対策も要しないことを単

に確かめるにすぎない。こまごまとした解釈を要せずにこの点を見きわめるの

が便利であり，調査レベルの概念はこれを達成するのに役立つ。調査レベルを

設定する目的は，作業場所の状況に由来する線量当量あるいは摂取量が，確か

に委員会の勧告した該当する年限度の 10分の 3以下であることを，あるいは，

1年以内の期間の測定に関しては年限度の 10分の3のうち対応する割合以下

であることを保証することであるべきである。調査レベルの詳細な使用例が

ICRP Publication 10"に収められている。調査レベルの概念は，測定された

レベルがたとえ DLよりずっと低いときでさえも，その変化が管理の失敗と悪

化しつつある作業手順の両方を見きわめるうえで重要であるかもしれないよう

な作業場所のある種のモニタリングにおいても有用で、ある。

(23) 調査レベルは限度として定められるものではなく，これを超えたこ

とを防護手段の失敗とみなすべきではないことを認識することが重要である。

調査レベルを超える結果に続いて行われる調査によって，その状況が平常より

* この報告書では，以後「摂取量JCintake)は放射性物質の「摂取量」の意味で用い
てある。
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やや高いレベルの被曝あるいは作業場所の汚染をひき起こすことが予想された

ということを認知するだけにすぎない場合がしばしばであるが，ときには，そ

の原因と結果の因果関係の全面的な調査に至ることもある。調査レベル以下で

あれば，その情報はそれ以上考察あるいは調査する必要はない。そのうえ，新

しい工場の操業開始時，また装置の運転開始時のように，作業場所の状況が変

わるような場合には，調査レベルを変更することがしばしば必要である。調査

レベルを超えたままで長期間操業することがまったく差支えないこともある。

介入レベル

(24) 介入レベルはモニタリングで遭遇する任意の量に対してあらかじめ

設定される値であって，もしもそれを超過せず，あるいは超過しないと予測さ

れるときは，悪化しつつある状況，または明らかに容認できない状況を修正す

るための介入が必要になることはとうていあり得ないように決められた値であ

る。このような介入措置の詳細は特定の状況に著しく左右されるであろうし，

また介入措置は平常作業を妨げ易く，平常時の責任系統を乱すことがあるから

つねに注意深く考慮されなければならない。

(25) 15-24項で論議したさまざまな限度とレベルの聞の区別を明確に

理解することが重要であり，また管理要項ではこれらの区別を強調すべきであ

る。モニタリング結果の解釈に関する管理指針は，これら概念のどれを用いて

いるかについて明確であるべきである。

記録の保存

(26) 記録保存の目的，保存する記録の種類と範囲，および記録保存シス

テムの規模は国の要請によって左右される。この要請には，地方の規制の遵守

の程度を立証すること，被曝の傾向の評価，集団線量当量あるいは平均線量当

量の算定，また医学的・法的目的(たとえば作業者の補償)および被曝集団に
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おける影響の研究のための記録の利用といった考慮、が含まれるであろう。

(27) 記録保存を計画するにあたっては，記録が将来の時点でどんなふう

に利用され解釈されるかに十分な注意を払わなければならない。たとえば，作

業場所のモニタリングの結果は，線量の算定がモニタリングプログラムの一部

としてその時点で行われないかぎり，個々の作業者の受けた線量の算定にとっ

て有用で、あるとは思われない。線量算定にはそニタリング期聞におけるこれら

作業者の所在住置とそのさいに行われた作業の種類に関して多大の量の情報が

必要になるであろう。異常なことや不確かなことは監督者や個々の作業者との

議論によって解明しなければならないであろう。作業場所のモニタリング結果

を個人被曝に結びつけてうまく解釈することは，のちに記録を精読するだけで

は不可能で、あろう。したがって，作業場所のモニタリングに関する日常の記録

を保管することは，通例は，個々の作業者の被曝の算定よりもむしろ良好な作

業環境が維持されていたことを実証することを考えて行われるものである。

(28) ICRP Publication 26において，委員会は，記録レベルおよび調査

レベルに関する勧告を行い，それによって達成される作業者の防護レベル，個

人線量記録の値，あるいは作業場所の状況の管理に有意な影響を与えないで，

より簡単でかつより論理的なモニタリングプログラムを達成することを可能に

した。また，すべての個人記録には異常事態に関与したときはいつもその詳細

を，たとえ線量当量や摂取量の推定値が得られなかったとしても，含めておく

べきである。

(29) 個人記録を保管し将来それを利用することは，設計と作業の技術水

準を維持し改善する点において，また委員会の勧告または国の規制を遵守しか

っそれを立証する点において，ある面では管理上の問題である。個人記録は訴

訟において，または他の法医学的な理由で使われるかもしれないので，このこ

とは必要な保存期間に影響するであろう。放射線によって誘発されるいくつか

の疾病は潜伏期聞が長いため，保存期聞は長期にわたらなければならず，おそ
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らく少なくとも 30年聞は必要で、ある。個人記録には， 単に生のデータだけで

なく，推定された線量当量または摂取量はすべて含めるべきである。しかし，

そのデータが得られたもとの試料，線量計，モニタリングフィルムなどを含む

必要はない。

(30) 個人記録と同じようにして保管される必要のある他の重要な記録

は，モニタリングプログラムの目的の説明と解釈の方法とが記されている記録

類である。
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c. モニタリングの機能

(31) すべての種類のモニタリングは，同じ一般的目的をもつけれども，

細部の機能は大きく異なり，作業場所のモニタリングと作業者の個人モニタリ

ングとを分けて考察することが便利である。この章では，種々の形のモニタリ

ングのおもな機能を考察し，それらの関係を明確にする。モニタ リングは3つ

の種類すなわち，日常モニタリング，作業モニタリングおよび特殊モニタリン

グに区分するのが便利である。日常モニタリングは継続作業に関連し，作業モ

ニタリングはある特定の作業に関する情報を与えるために行われ，特殊モユタ

リングは現実に起きたか，あるいは起きた疑いのある異常事態に適用される。

作業場所のモニタリング

日常モ二タリング

(32) 日常モニタ リングは作業環境が継続作業に対して満足であること，

および作業方法の再評価を必要とする変化が生じていないことを示すことを意

図している。これは確認とし、う性格が強いが，ラジオグラフィ用の強い線源が

遮蔽容器にもどらなかった場合とかあるいは臨界事故のような，異常事態また

は緊急事態の発生を検知するための定置式検出器の使用を含めてもよし、。

作業モこタリング

(33) 作業モニタリングは，特定の作業に関するチェックを行い，必要で

あればその作業の遂行についてすみやかな決定を下すための根拠を与えること

を意図している。これは，長期間の使用には不満足であるような条件のも とで

の短期の作業の手順を管理するのにとくに適している。作業環境はその中で行
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われる作業を含んでいるから， 日常モニタリングと作業モニタリングとを明瞭

に区別することはできないが，実際には機能上十分明確な区別があるからそれ

らを別々に5命じてよい。

特殊モニタリング

(34) 特殊モニタリングは，適切な管理を達成するための情報が不十分に

しか得られていない作業環境における状況とか，あるいは事故またはその疑い

のあるときのような異常な状況で行われる作業とかに用いるものである。特殊

モニタリングは，問題を明確にし今後の手順を確立するためにもっと詳細な情

報を得ることを目的としている。したがって，どのような特殊モニタリングプ

ログラムも，限定された実施期間と明確な目的とをもつべきであって，いった

んその目的を達成したときには終了させて，適当な日常モニタリングまたは作

業モニタリングに置き換えるべきである。

個人モニタリング

(35) 個人モニタリングとは，作業者の身体に着用した用具による測定ま

たは作業者の体内あるいは排世物中の放射性物質の量の測定を行うこと，およ

びそのような測定値を解釈することを意味する。 こうした， モニタリングの

おもな目的は，有意に被曝した組織における平均線量当量および実効線量当量

の推定値を得ることである。この情報は個々の作業者に対する放射線量を制限

し，また委員会勧告の線量制限の全体系および認定限度が守られていることを

立証するのに有用である。この目標は通例，深部および表層部線量当量指標，

あるいは対象とした組織に対する預託線量当量，体内への放射性核種の摂取量，

またある場合にはそれら核種の体内残留量と十分正確に関連づけることのでき

る量を測定することによって，間接的に達成される。



( 17 ) 

日常モニタリング

(36) 日常個人モニタリソグは作業者個人について規則的に繰り返して，

あるいは連続して行われる測定のことである。年線量当量または年摂取量の推

定値が委員会が勧告した該当する線量当量限度あるいは年摂取限度より十分低

ければ，実際の値よりはむしろ推定値の上限を算定し，その重要度を，たとえ

ば調査レベルを用いて評価すれば十分で、あろう。このことは，問題の作業者の

集団に対する線量当量を過大評価することにつながるかもしれないので， 日常

モニタリングの結果を放射線防護の最適化の目的のために使用するときには，

正確さに限界があるということを心に留めておくべきである。日常個人モニタ

リングの手法または機器で、は所要の信頼度をもった線量当量あるいは摂取量の

推定値を得ることができない場合には，作業場所のモニタリングプログラムを

実施して，該当する値を推定しなければならないであろう。

作業モ=タリンゲ

(37) 作業個人モニタリングすなわち，たとえば線量計を追加して行うよ

うな特定の作業中の個人モニタリングは，使用する用具が直読式であるか警報

機能を有するならば，とくに作業モニタリングプログラムに重要な寄与をする

であろう。しかしながら，そのようなモニタリングは特定の作業または一連の

作業について行われるものであるという意味において，時間的にかぎられたも

のである。ある場合には，日常個人モニタリングが必要かどうかを確定するた

めに個人作業モニタリングを試みることが有用であろう。

特殊モニタリング

(38) 特殊個人モニタリングは，事故を含め現実に起きた，あるいは起き

た疑いのある異常な状況の場合に行われるべきである (92-96項も参照〉。
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作業場所の状況評価におけ~個人モ=タリング結果の利用

(39) 個人モニタリングの結果は，作業場所の状況に関する情報を得るた

めに利用できる。このことはまた，低コストで解釈の容易な個人モニタリング

の方法を用いることによって，作業場所における一般的状況が十分な管理のも

とにあるかどうか，および作業の変更により作業状況が改善されたかそれとも

悪化したかを，簡単に確認する手段をしばしば提供するであろう。

モニタリング結果の解釈におけるモデルの適用

(40) 一般的にいって，相互に決まった関係にある放射線防護上の多くの

量のどれかを推定する情報を得るためにそニタリングを行うときにはいつで

も，問題とする量と測定値とを結びつけるような，いろいろな複雑さをもっ一

組のモデルをそニタリング結果の解釈に適用することができる。ある直接に測

定された量を，ある防護基準たとえば一次限度あるいは参考レベルまたは最適

化に基づいて得られた限度に結びつけるような最も一般的に適用可能なモデル

は，多くの仮定に基づいてつくられるが，その仮定は個人の被曝を過小評価す

るおそれが容認できるほどに小さいことが保証されるように選択される必要が

ある。

(41) もし，この最も一般的なモデルに基づいて推定された被曝が防護基

準を超えているか，または超えそうであれば，新しい仮定に基づいて発展させ

た，現実の状況をより正確に反映するそデルを採用して被曝を推定する。こう

して，被曝を過小評価する若干のリスクが残る一方，過大評価のリスクは減少

する。

モニタリングの補足的機能

モニタリングプログラムの再評価

(42) どのようなモニタリングプログラムも，それが作業者に対するもの
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であれ作業場所に対するものであれ，自己調整的であるべきで，経験が増すに

つれて測定の種類，頻度および程度を適切な間隔で見直し，モニタリングが適

切に行われるように努めるべきである。同じ情報はまた，作業手順および計画

の特性の良い点と悪い点の両方をみきわめるためにも利用すべきである。作業

条件の改善を達成するというこの積極的機能は，モニタリングプログラムの計

画および適用にあたって，しばしば十分な注意が払われていないものである。

最後に，条件の改善が達成されたときには，モニタリングプログラムを続ける

ことの必要性とプログラムの範囲とを再考すべきである。

管理区域

(43) 放射性物質および放射線源を用いたほとんどの作業には管理区域の

概念が利用されているU。 モニタリングの結果はこのような区域を選ぶための

根拠の一つを与えるにすぎない。しかしながら，体外放射線の場合には，作業

場所のモニタリングの結果が支配的な因子であろう。空気汚染と表面汚染の場

合には，管理区域の境界を通常決定する因子は，作業場所に実際に存在する汚

染ではなくてそのような汚染の可能性であり，したがって判定の根拠となるの

は過去のモニタリングから得られた幅広い経験である。

医学的監督

(44) モニタリングは医学的監督の程度と方式に影響する有用な情報も提

供する。このような監督は，その区域内で予期される線量当量および摂取量に

よって影響されるばかりでなく，作業場所で遭遇しそうな一般的条件によって

も影響される。こうした情報は， ICRP Publication 26の193項に言及されて

いる医豊監墨が利用できるようにすべきである1)。
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D. 体外放射線に関する作業場所の

モニタリング

モニタリングプログラムの計画

(45) 日常モニタリングプロ グラムと作業モニタリングプログラムの計画

は別個に扱うことが必要である。特殊モニタリングプログラムは，その特殊な

目的を達成するように計画しなければならず，これらの計画を一般的に論ずる

ことは不可能である。

日常モニタリンゲ

(46) 作業場所の体外放射線に関する日常モニタリングプログラムの作成

における重要なものの一つは，ある新しい施設が稼動に入るとき，または既存

の施設に実質的な変更が行われたか，または行われたで、あろうときはいつも総

合的なサーベイを行うことである。この種のモニタリングの一例は，原子炉あ

るいは臨界施設の周辺区域につき，起動あるいは長期にわたる停止後の再起動

にさいして行われるサーベイである。

(47) 日常モニタリングを行うべき頻度は，放射線環境における予測され

る変化を考慮して決定される。作業場所における防護設備またはそこで実施さ

れている工程に実質的変更があった結果，そこの放射線場が変化する場合を除

き(この場合には続いて総合的なサーベイを行うべきである)，放射線場が変化

しそうにない場合には，作業場所の日常モニタリングは点検の目的ではごくま

れに必要とされるだけである。しかしながら，作業場所の放射線場が変化しが

ちではあるがその変化が速くも激しくもないと思われるならば，主としてあら
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かじめ設定された点において定期的にまたはときどき点検を行うことにより，

通常は，状態の悪化に対する十分かつ適時の警告が得られる。このかわりに，

体外放射線に関する個人モニタリングの結果がこの目的に利用できるかもしれ

ない。放射線場が急速にかつ予測されずに重大なレベルにまで達することがあ

りそうな場合には，その作業場所に配置するか，または作業者が個々に着用す

る警報機能をもっ計器のシステムが必要とされるであろう (90項および91項

も参照)。 この種の警報モニタリングを必要とする状況を見きわめることがと

くに重要である。というのは，もし効果的に行われれば，高線量率での大線量

当量の集積を防止し，その結果危険な状況を除去できるからである。ほかの種

類のモニタリングは作業の全般的安全には寄与してはいるが，このような直接

的にものの状況を示す機能を満たすことはほとんどない。

作業モニタリング

(48) 作業モニタリングプログラムの計画は実施しようとしている作業が

放射線の場に影響を与えるかどうか，あるいは放射線の場が作業中を通じて実

質的に一定に保たれるかどうかに大きく依存する。後者の場合には，作業者が

作業する区域の線量当量率の予備的サーベイで通常十分であろうが，このサー

ベイは一連の作業ごとにその開始前に操り返して行わなければならないであろ

う。作業自体が線量当量率に影響を与えるか，あるいは，放射線の場が変動し

がちな場合には，作業の全期間にわたり，連続した一連の測定が必要とされる

であろう。このようなサーベイの詳細な計画は，作業の形態と作業が行われる

状況に決定的に依存しなければならない。

(49) s線のモニタリングにおいて最も大きい困難を経験するのは，作業

が放射線の場の変動をもたらすような作業においてである。 F線の透過力が小

さいために，ごくささいな操作が，線量当量率の T線成分にはわずかな変化し

か起こさずに，s線成分には非常に大きな変化を起こすであろう。多くのそニ
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タリング，とりわけ作業者に警報を与えるためのそニタリングはT線を測るも

のなので，s線と T線の線量当量率の比に急激な変化がある場合には管理手順

が非常に複雑になるであろう。

結果の解釈

(50) モニタリングプログラムの中で行う測定は，決定する必要のある諸

量の最もよい推定値が得られるように，また，解釈が容易にできるように選ぶ

べきである。作業者の実効線量当量または器官および組織の平均線量当量の観

点から，作業場所での測定結果を解釈するという一般的問題はきわめて複雑で

ある。放射線のフルエンス率および線質は空間的，時間的に変化するものであ

り，一方では，作業者は環境の中を動きまわり，その状況は予想することも，

正確に知ることも，記録することもできなし、。それゆえ，単純化のための大き

な仮定を導入することが必要になる。単純化の一例は，作業場所で測定された

ある量が，作業者の実効線量当量または器官および組織における線量当量の適

切な代表値を与えることができると仮定することである。線量当量指標(表層

部指標および深部指標ともに〕は，同一場所における作業者の最大線量当量と

適切に対応する。線量当量指標はまた，体外放射線による実効線量当量(深部

指標の場合)，および皮膚への線量当量(表層部指標の場合〉のおよその尺度と

なる。手足や目が局所的に被爆するかもしれない状況下では，他の形態のファ

ントムを用いることがより適当であろう。たいていのサーベイ機器は，主とし

て一方向性の放射線場に対して，深部線量当量指標の適切な推定値を与えるよ

うに校正することができる。これらの機器は，等方性または多方向性の場につ

いては，線量当量指擦を定義するのに用いたファ γ トム自体の遮蔽を備えてお

らず， したがって，線量当量指標および作業者が受けると思われる実効線量当

量の両方を過大評価する。この過大評価は，空間的，時間的に異なる多数の点

における線量当量指標を，ある作業者の積算線量当量と関係づけることのむず
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かしさから生ずる誤差ほどには重大になりそうにない。

(51) ある場合の適用にあたっては，ある人が全作業時間中，線量当量指

標率の最も高い場所にいると仮定すると便利である。作業者の手や，局所的に

被曝する身体の他の部位の位置についても，同様の仮定をすることができる。

この方法は，受ける可能性のある線量当量の上限値を与えるもので，もし線量

当量指標率が十分低ければ，作業場所内での移動あるいはそこへの立入りを制

限する必要がないという利点をもっている。実際には，そのような作業場所に

おいて受ける現実の線量当量はこの最大値を十分に下回りそうである。

(52) 作業場所の線量当量指標率を，この簡単な解釈方法が有効であるほ

ど十分低く保つことが実行可能でないならば，線量当量指標率の高い区域への

立入時聞を算定し，ある場合には立入りを制限することが必要になる。

(53) 作業モニタリングにおいては，解釈は，いかなる作業者も定められ

た線量当量以上は受けないような作業時聞を定めることによって，行うことが

多い。原則的には，この線量当量を選択しある人にあてはめようとするさいに

は，その人の現行の管理期間のうちに行われる他の作業内容を知ることを必要

とし，防護サーピスと就労管理との聞の密接な協力が必要となるであろう。
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E. 表面汚染に関する作業場所の

モニタリング

主要な目的

(54) 経験上，作業場所の表面汚染と作業者の被曝との聞には必ずしも相

関関係はないことがわかっている。しかしながら，ある定められたレベル以上

の表面汚染が存在しないということは，通常一次封じ込めが高い技術水準にあ

ることを示し，また，そのレベルが適切に選択されている場合には，作業者の

異常な体内汚染はなく，したがって日常の空気モニタリングまたは体内汚染に

対する個人モニタリングの必要性はないという強い確証を与えるものである。

表面汚染の測定値はさらに，現在はもちろん過去においても封じ込めが有効に

行われたことを示す指標としても有用である。こうした用途を除くと，表面汚

染の測定値は作業者の被曝量算定のためには直接の価値は少なし、。

(55) 表面汚染に関するモニタリングプログラムの主要な目的は次のよう

に要約することができる:

(a) 汚染の拡大防止を助けること;

(b) 封じ込めの失敗または良好な作業手順からの逸脱を検知すること;

(c) 良好な作業環境維持の一般的基準を守っていれば，被曝を合理的に達

成できるかぎり低く保つことができ，またたとえば皮膚の汚染について

定められた限度に近づくような被曝を防止することができるようなレベ

ルに，表面汚染を制限すること;

(d) 伺人モニタリングと空気モニタリ γグの最も適したプログラムの計画

のため，および作業手順決定のための情報を提供すること。
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モニタリ γグプログラムの計画

(56) 表面汚染に関する日常モニタリングのふつうに行われる方法は，あ

る区域の表面のうちで代表的部分を，経験から得られた頻度で、モニタリングを

行うことである。ある状況では，他のもっと間接的なやり方を採用してもよい。

徐々に悪化する条件の検出や，小さい飛散の検出は，清掃用モップ，真空掃除

器の集塵袋，区域からの出口に敷いてある特殊マットやその他の表面材または

区域で着用した靴あるいは手袋，またはポケットの内面などの汚染レベルを点

検することによって行うことができる。これらの方法はすべて，小量の局所汚

染が起こっていることの検出はできず，また，表面汚染のレベルを定量的に推

定することもできないが， 汚染レベルの一般的指示を与えるものである。著

しい汚染が起こり易く，その結果個人がこの区域からかなりの量の放射能を 1

回に運び出す可能性がある場合には，出入口モニタを使用することにより日常

モニタリングを補足することができる。更衣室の出口でこのモニタを使用すれ

ば，とくにFおよびT放出体を含んでいるような汚染事象について信頼すべき

検出を行うことができる。

(57) 更衣室の清浄区域側に置かれている表面汚染モニタは，ふつう，作

業者が建物から退出する前に手と靴が汚染していないことを確かめるための個

人用モニタとして用いることを意図している。このモニタが作業場所に一般的

汚染が起こったときの追加的なチェッグになると考えることがときにあるけれ

ども，手を洗いオーパーシューズおよびその他の特殊な防護衣を脱いだ後にモ

ニタリングを行うので，この目的のためには，信頼できるものとみなすべきで

ない。

(58) 表面汚染に関する日常モニタリングは，通常ある種の作業モニタリ

ングによって補足され，その結果が作業中における汚染の拡大防止や制限に大

いに役に立つ。この作業モニタリングのテクニックは，部分的封じ込めのもと
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での実験室作業，たとえばフード内での作業においてとくに有効であり，作業

者個人個人がモニタリング用具を使用できるようにすることが汚染管理におい

て多大な役割を果たすであろう。

(59) 作業モニタリングのもう一つの種類は，管理区域あるいは監視区域

から持ち出される物品を検査することである。すべての管理区域あるいは監

視区域から持ち出されるあらゆるものを監視することは通常実行可能でないの

で，モニタリングが日常必要な区域および物品を定めておくことが必要である。

(60) 密封線源のみを使用する所では，作業場所の表面汚染のそニタリン

グは平常は不必要で、あるけれども，そうした線源は漏洩を起こすことがありう

る。したがって密封線源の定期的試験のプログラムが必要である。専門業者の

調製した線源については1年または2年間隔で試験すれば十分であるが，その

他の業者から入手した線源，あるいは，脆弱な線源はもっと頻繁に試験する必

要がある。ときには，線源の格納容器のモニタリング，あるいはラドン線源の

場合には漏れてくるラドンの短寿命娘核種の検出など，間接的なモニタリング

を実施するのが便利であろう。

結果の解釈と記録

(61) 表面汚染に関するモニタリソグの結果を解釈する場合， α放射能と

戸放射能とを区別するのがふつうである。その理由は，一つには測定が別々に

行われること，一つにはα放出体によるおもな障害がふつうは吸入によるのに

対して，s放出体による障害は，その表面が部分的に遮蔽されていないかぎり，

むしろ体外放射線から起こり易いためで、ある。しかしながら， 戸放出体の摂取

による障害を無視すべきではない。表面汚染と作業者の被曝との相闘が弱L、た

め，誘導限度を委員会勧告から厳密に決定することはできず，いくぶん任意に

選択しなければならない。表面汚染の測定値を用いるにあたっては，適切な管

理上の数値と関連づけることが必要である。現在用いられている多数の誘導限
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度が， ICRP Publication 256)の中に， また， 国際原子力機関11)により記載

されている。その意図するところは，作業場所でふつうに存在する状況のもと

で、は，表面汚染に帰せられる被曝の結果生ずる線量当量または摂取量が，該当

する委員会勧告の基本限度または各国機関の設定する認定限度よりも低く，か

っ通常は十分に低くなるように誘導限度を設定するための基準を与えることで

ある。もし，作業場所の汚染がこの方法で決定された限度以下につねに維持さ

れているならば， 作業環境維持の一般的基準は通例十分に高くて， 汚染に関

する他の形態のモニタリングは必要がないであろう。この一般法則に対する例

外は，空気モニタリングと体内汚染に関する個人モニタリングの節で取り扱う

(65項および113項参照〉。

(62) 多くの種類の作業では，汚染レベルを誘導限度より十分低く保つの

に何ら困難はなく，また，調査レベルの概念を適用することが便利であること

が多い。たとえば，汚染がまれにしか起こらない区域では，測定器のパックグ

ラウンド計数率のわずかな増加でも，新たな汚染源を見きわめるための簡単な

調査を行うことを正当化するに十分な関心をひくであろう。もっと一般的に汚

染の起こる区域では，測定結果の傾向が作業手順の悪化を早期に警告するので，

誘導限度に到達する前に改善対策をとることを可能にするであろう。この目的

のための調査レベルの設定は，作業場所の平常状況に依存し，また利用で、きる

汚染モニタの感度によって制約されることが多い。

(63) 表面汚染の測定値に関して記録レベルが非公式に用いられることが

多い。表面上の選んだ点で，または表面を走査することによって測定が行われ

るため，装置の感度に依存することの多いある選択した値より低い結果の記録

は保存されない。このレベルを見きわめて公式に記録レベルとして定めておく

ことが有利である。
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F. 空気汚染に関するモニタリング

(64) 空気中放射性物質のモニタリングは，作業者がその物質を摂取する

通常の経路が吸入であるということのために重要である。空気中放射性物質の

ためのモニタリングは作業場所のモニタリングおよび個人モニタリングを通じ

て行われる。 39項で、述べたように，個人モニタリングの結果は作業場所の状況

に関する情報をもたらす点で役に立つであろう。しかし，空気汚染のモニタリ

ングは，大量の放射性物質，すなわち，該当する ALIより数千倍大きい量を

取り扱う施設においてのみ必要とされることが多い。多くの場合，作業環境を

良好に維持するふつうの手段により空気汚染は十分避けられ，またこのことは

通常，表面汚染モニタリングの結果から十分確認することができる。トリチウ

ムの皮膚からの直接取込みという特殊な場合は，この報告書の目的からして，

空気汚染からの被曝の範ちゅうに含めてある。

モニタリングプログラムの計画

(65) 作業場所の空気汚染に関するモニタリングは，次のような状況の場

合には，ほとんどつねに日常的に行う必要がある:

(a) 気体状または揮発性物質が多量に取り扱われる場合，たとえば大規模

な生産工程におけるトリチウムとその化合物，および重水炉中の酸化物

として存在するトリチウム;

(b) 作業場所の頻繁かつ著しい汚染が起こる状況におけるあらゆる放射性

物質の取扱い(原子炉燃料の製造および再処理，天然ウランおよび濃縮

ウランの機械加工を含む); 

(c) フツレトニウムその他の超ウラン元素の処理;
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(d) ウランの採鉱，粉砕および精錬*;

(e) 病院における治療量の非密封放射性核種の取扱い，ならびにホットセ

ル，原子炉および臨界施設の使用。

(66) 空気モニタリングのプログラムが必要とされるとき，次のような目

的に合致するよう計画すべきである:

(a) 作業者が吸入する可能性のある放射性物質量の上限値を算定するこ

と;

(b) 作業者を防護し事後処置を実施することができるよう，不測の空気汚

染に注意を払うこと;

(c) 体内汚染の個人モニタリングプログラムの計画に情報を与えること。

これらの目的が空気汚染のモニタリングプログラムの中でどの程度具体化され

るかは，体内汚染に関する個人モニタリングが利用可能かどうか，またどの程

度行うことができるかに依存する。ある場合には，空気モニタリ γグが有意な

体内汚染がありうることを早期に警告する目的だけに実施され，その他の目的

は個人モニタリングプログラムで、満たすことがありうる。

(67) 空気汚染モニタリングの最もふつうの形態は，作業者の呼吸域を合

理的に代表させることを意図して選んだ多くの地点で，サンプラを用いて行わ

れるものである。ごくまれではあるが，個人空気サンプラを用いて呼吸域をよ

り正確に代表させた試料を得ることが必要になる場合がある。

(68) 日常作業の結果として汚染がいつも起こるようなある状況では， 日

常作業のいろいろな作業段階で作業者の呼吸域を代表する点における空気汚染

の詳細な調査を行い，次に1作業サイクノレ聞の各作業者の全摂取量を算定する

ことが適当である。

(69) 予期しない空気中の汚染を検出するためには，突然の濃度変化があ

* ウラン鉱山およびその他の鉱山におけるモニタリングに関する諸要件は， ICRP 
Publication 24に詳しく論じられている 13)。
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った場合警告を与えることができるまうに，連続検出装置をもった連続運転サ

ンプラを用いることが必要であろう。のちに示すように (74項)， これらの変

化の大きさを各作業者の被曝と関連づけることは容易ではないので，サンプラ

は呼吸域を代表する位置におくよりも放射性物質の放出を確実に検出できる位

置に配置することの方がいっそう重要である。極端な例として，このような装

置を作業場所から空気を排出する点またはその近くに設置することが適切であ

ることもある。この方法は，空気の排出がフードのような囲いを通って行われ

る場合には現実的でないであろう。それは，検出された放射性物質の源が，作

業場所にではなく聞いの中にあったかもしれないからである。この型の警報装

置は，作業または故障によって作業場所へ著しい放射性物質の放出が起こる可

能性のある場合だけに必要である。経験上，高中性子束研究炉の作業面，およ

び，プルトニウムその他の超ウラン元素がグロープボックス内で取り扱われる

区域で，このような警報装置がとくに有用であることがわかっている。

結果の解釈

(70) 空気モニタリングの結果を，委員会の勧告する線量当量限度または

年摂取限度，あるいは最適化に基づいて到達した他の作業限度に関連させて正

確に解釈するためには，汚染物質の物理的，化学的特性と，この試料が作業者

の吸入する空気をどの程度代表しているかとについて詳細に知ることが必要で

ある。単純化するための多くの仮定を，とくに汚染物質の粒度分布に関して行

うのがふつうである。これらの単純化のあるものは，作業者が現実に吸入する

空気に適用される委員会の勧告した年摂取限度および誘導空気中濃度(DAC)')

に暗に含まれている。その他のものについては次項以降で検討する。

作業調査の使用

(71) 68項で記述されたそニタリング方法は， 1作業サイクルの聞の作業
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者の全摂取量を算定するのに用いることができる。そのさい調査した作業サイ

クルが，長期間にわたる平常作業を代表するものと仮定できるならば，当該期

間にわたる 1作業者の全摂取量を推定することができる。次にこれらの推定値

は，該当する限度と直接比較することができる。

エリアサンブラの使用

(72) もし，空気モニタリングが必要とされ， また，その条件が68項で

述べられたものとは異なる場合には，連続的または規則的でかつ頻繁に繰り返

されるサンプリングを作業場所の多数の地点で行うことによってのみ，委員会

の定量的勧告あるいは該当する認定限度の見地から解釈できるデータが得られ

るであろう。

(73) エリアサンプラは，たとえ作業者の呼吸域の間近に置かれていたと

しても，各作業者の摂取を十分代表するデータをつねに与えるとはかぎらない

であろう。このことは，空気汚染源が局所的で，しかも時間とともに変化する

ような場合(たとえばグロープボックスの漏洩)，または，粒子径スベクトル中

での放射能の分布が不均一であるような場合に，とくにあてはまる。これは，

サンプリングされた体積中に存在する少数の粒子が，作業者の呼吸率を考慮し

て換算したさいに， ALIの大きな割合に相当することがありそうな核種につい

てはとくに重要である。このような場合には，試料の代表性は空気のサンプリ

ング速度，空気サンプラの粒子径選別特性および作業者の作業場所での移動に

より，大きく左右される。それゆえ，この代表性の欠如についての程度を，個

人空気サンプラによる長期のモニタリングの結果と区域サンプラのそれと比較

したり，他のより詳しい調査を行うことによって知っておくべきである。こう

して区域サンプラについての DL(誘導限度)を得ることができる。 このよう

な相互比較を欠く場合には，作業者の吸入による被曝は区域空気サンプラの示

す値より 1桁大きいと仮定するのが適切なことがある。この単純化は精度がよ
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くないことを認識しなければならない。もっと大きい倍率が見出されることが

ある一方，ある状況ではより 1に近い倍率が適当である。一般的には，おもな

汚染源、が作業者の行為の結果であれば大きな倍率が見出され，一方この空気汚

染が広い面積の源から生じているのであれば，より小さな倍率となるであろう。

(74) 2つの空気モニタリング方法の結果を比較することは，長期間の平

均的結果を解釈する場合には満足なものであるが，単にー交代またはそれ以内

の期間に得られた試料からの単一の結果を解釈する場合には不適当である。こ

のように短期間の試料では，個人サンプラの結果はエリアサンプラの結果と，

73項に述べたのと同じ理由により， 2ないし3桁異なることもありうる。この

ような状況のもとでは，個々の作業者の予想摂取量という点からエリアサンプ

ラによる短期間の結果を解釈することは実用的ではなく，したがって DLを設

定することは適当ではない。その代わりとして調査レベルを設定することが必

要である。調査レベルはどんな有意な異常事態も検出できるほど十分低くある

べきであるが，平常の状況のもとではこのレベルに頻繁に到達することのない

程度に十分高くあるべきである (22項も参照)0 DACの低い物質では， 調査

レベルの選択は得られる検出感度および作業場所に通常存在しそうな空気中濃

度(自然または人工の〉によって決定されよう。

個人サンブラの使用

(75) 区域サンプラによる長期間の平均結果が該当する DLあるいは認定

限度を超える場合，または結果が個々の試料に関する調査レベルを頻繁に超え

る場合には，区域サンプラでできる以上にもっと密接に呼吸域を代表する空気

試料を採取することが，その作業者の被曝をより精度よく決定するために必要

となるであろう。これを行う最も効果的な方法は，状況が完全に日常的でない

かぎり (68項参照)，個人空気サンプラを使用することである。しかしながら，

個人サンプラは低流量率なので，ー交代の間，あるいはこれが1週間であって
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も，動かLたサソプラから得られる単一の結果は，代表的でないただ1個の粒

子を捕集したことにより生ずる偏りに対してきわめて敏感である。長期間の平

均結果においては，この効果の重要性はずっと少なく，現実に吸入する空気と

関係づけられる誘導空気中濃度で個人空気サシプラの長期間の結果を解釈する

ことは適当である。しかしながら，これは事後における長期的管理を可能にす

るにすぎず，一方，個人空気サンプラの使用を必要とする状況とは，通常短期

間の救済処置の必要性の警告の方が長期間の状況の評価よりも重要であるよう

な場合なのである。

(76) それゆえ，単一試料の結果は吸入する空気を代表していなし、かもし

れないとしづ事実があるにもかかわらず，その結果を利用することが必要とな

る。これは，調査レベル(IL)を設定することにより最もよく行うことができ

る。もしこの調査レベルを超えた場合には，特殊個人モニタリングのプログラ

ムを実施すべきであり， それには， できれば身体モエタリング， 尿，糞，鼻

汁，呼気の測定および極端な場合には血液検査も含める。この調査レベルは，

続いて行う調査が有意な結果を与えることができるほどに高く，また，有意な

事象が除外されるのを防ぐことのできるほどに低く設定しておくべきである。

この結果，範囲の下限は，ありうる調査の形態，たとえば実施される個人モニ

タリングの方法に依存し，したがってその方法の感度に依存する。範囲の上限

を決めることは，事象の起こりそうな頻度が不確かであるため，もっとむずか

しい。もし個人がこうした事象に1年間に数回(たとえば4固ないし6回)

しかあわないと仮定することができれば，摂取量がALIの20分の 1以下，す

なわち2，000時間の 1作業年に対しl00DAC・時という空気中濃度の時間積分

値に相当する値以下であることが確実であるようにレベルを選ぶべきである。

また，他の目的たとえば長期にわたる傾向に注目するために調査レベルを設定

することも有用で、あろう。 その場合その該当する量は，その人の個人空気サン

プラの結果から，またはある作業者集団のある期間にわたる個人個人の結果の
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平均から得られる，個人の推定年摂取量であってよい。

粒度測定

(77) ALIおよび DACは，空気力学的放射能中央径 (AMAD)が1μm

の標準エーロゾルに基づいており，すべての粒型にわたる全放射能あるいは全

濃度で表されている。粒径選別をするように作られていない空気サンプラは，

その捕集効率が空気力学的径が約10μmを超える粒子に対しては有意に下降す

るけれども，こうしたエーロゾル全体の値を適切に反映する結果を与える。も

し， 使用する空気サンプラが(粒径〉選択性をもち， 1""吸入可能」な粉塵を捕

集するように設計されているならば，補正係数を DACおよびその他の DLに

対して適用すべきであり， またどのような ILを設定する場合にも， また認定

限度を定めるときにもそれを用いるべきである。もし，エ}ロゾルの AMAD

が 1μmと著しく異なることがわかっているならば， 呼吸器に残留する割合は

標準エーロゾルのそれと異なることになるので，補正係数を使う必要性を考慮

すべきである九
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G. 体外放射線に関する個人モニタリング

(78) 個人モニタリングのおもな目的は， 35項ですでに述べてある。体外

放射線に関する個人モニタリングの場合の補足的な目的は，作業者が受けた線

量の傾向と作業場所の諸状況についての情報を得ること，および事故時被曝の

場合の情報を得ることである。その結果はまた，疫学的調査の場合においても

有用であろう。

モニタリングプログラムの計画

サービスの規模

(79) 個人モニタリングプログラムの計画にあたりまず必要となるのは，

モニタリングの対象にしなければならない個人を見きわめることである。考慮

すべきおもな因子は，作業者が放射線に被曝するときの状況である。委員会は，

1O~震で、述べた 2 種類の作業条件を明示している。委員会は，作業条件Aの作業

者は個人モニタ リングの対象にすべきであると勧告している。その他の作業者

については個人モニタリングは必要なし作業場所の状況の評価をたとえば作

業場所のモニタリングによって行うことで通常は十分である。しかしながら，

たいていの種類の放射線による体外被曝では個人モニタリングは簡単であるの

で，作業状況が満足できるものであることを立証するために，作業場所のモニ

タリングの包括的なプログラムを組むよりも，いくらかの付加的な個人モニタ

リングを行う方が容易であろう。

(80) 作業条件に関してどのカテゴリーにあてはめるのが適切であるかを

決定しようとするときは，一連の例を考えてみるのが便利である。

(a) 完全にインターロックされた遮蔽体内に収納されているのではない，
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かなり大量の放射線源を扱う作業。この作業は明らかに作業条件Aのカ

テゴリーに属する。

(b) 例 (a)に類似しているが， 経験上個人の線量がほとんどいつでも低

く，しかしときどき年線量当量限度の 10分の 3になることがあるかもし

れないことがわかっている作業。この作業は，例 (c)および例 (d)に

記述されている諸状況の範囲からわずかにはずれた作業を含んで、おり，

81項でさらに検討する。

(c) 遮蔽を通してきた放射線による被曝以外のいかなる被曝も防止するた

めの手段を講じた，十分に遮蔽された線源を扱う作業。インターロック

が満足に作動することを保証するのに十分な安全装置がある場合，この

作業は作業条件Bになるであろう(しかし 82項および94項も参照〉。

運送業者によって雇用されている運搬作業者は，梱包からの線量当量率

が制限されており，この種の作業のための作業手l慣が定められているの

で，この例に含まれるであろう。

(d) 小さい放射線源を扱う作業。初歩的な注意を払うことによりこのよう

な線源を扱う作業が明らかに作業条件Bになるように，放射能の限度を

決めることが可能である。これらの限度は付録Aで提案する。

(e) 放射線源を扱わず，管理区域外で行われる作業。この作業は，ときと

して管理区域や監視区域に近づくことがあって，近傍の管理区域や監視

区域に起因する若干の被曝があるかもしれないとしても，明らかに作業

条件Bになる。

(81) 例 (b)に含まれる多くの作業者は， 放射線の線量がかなりの値と

なる場合にはその線量を算定するために，また作業場所の状況の変動を見きわ

めるために，モニタされなければならない。実行可能な場合には，このような

変動の原因をよりよい管理のもとにおくことによって， 作業が例 (c)の部類

に入るようにすべきである。広い経験から，ある種の作業は良好な実施基準を
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確立することにより管理することが可能であり，そうすることによって個人の

線量が該当する年線量当量限度の 10分の3をほとんど超えそうもなくなるこ

とがわかっている。そうなれば，付録Aに記載されたこれらの作業に従事する

作業者は個人モニタリングを必要としない。例 (a)に含まれる作業者は，記

録の目的だけではなく個人の被曝を制限する一方策としても，つねに個人モニ

タリングを必要とする。得られた情報は，作業者の防護レベルを最適化する目的

で作業手順と作業状況を改善するための処置を講ずるさいにも重要で、あろう。

(82) これらの例をあてはめるさいに最も困難なことは，例(b)と例(c)

との聞に一線を画すことであろう。これは，事故時被曝の可能性とその考えら

れる規模の評価に多くの場合依存するであろう。

線量計の基本的要件

(83) 個人モニタリ γグのための線量計測装置の基本的要件は，放射線の

種類とエネルギーの全範囲にわたって合理的な正確さで，受けた線量当量の推

定が可能であり，正常および異常な作業状況において出会うと思われる線量当

量と線量当量率を推定できるべきであるということである。特殊な線量計また

は一般用線量計の特殊な構成要素が，ある種の被曝(90-97項参照〉において

この要求を満たすために必要であるかもしれない。日常の測定について必要な

感度と正確さは，解釈に関する節 (109項〉で検討する。

線量計の着用部位

(84) モニタリングプログラムの計画において不可欠なことは， 線量計の

着用方法および着用部位について明示することである。 一般に， 表層部線量当

量指標と深部線量当量指標の両方の算定が容易であるように，十分な数の線量

計を使用すべきである。 しかしながら， ただ一つの線量計を使用するときに

は，体幹部表面の最も多く被曝する部分を代表する位置に線量計を着用すると
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よし、。手足と〈に手に対する線量はい〈ぷん高くなることがよ〈あるが，それ

が該当する年線量当量限度の 10分の3に近づきそうもないかぎり，線量計を追

加する必要はないであろう。設置してある遮蔽または鉛エプロYのような防護

衣が，身体のある部分に入射する放射線を大きく減衰させる特殊な状況におい

ては， 2個以上の線量計が必要であるかもしれない。 とくに， 鉛エプロンの

使用が一般的になっている放射線医学の分野では，次のような助言があてはま

る。単一の線量計を使用する場合には，エプロンの外側で通常は体幹部の高い

位置に着用すべきである。記録された結果は， 皮膚，眼および遮蔽されていな

い身体部位(必ずしも手にはあてはまらないけれども〉の線量当量に関する情

報を与えるであろうが，実効線量当量を過大評価することになろう。記録され

た値の年間合計が実効線量当量に関する線量限度に近い場合，または，防護の

最適化を行うときのように実効線量当量の現実的な算定が必要な場合には，こ

の過大評価は受け入れられないであろう。そこで，防護エプロンの内側と外側

にそれぞれ1個，計2個の線量計を使用すべきである。両線量計による結果の

解釈は，局所的な照射の状況と規制要件とに基づいて行わなければならないで、

あろう。

F線，r線およびX線用線量計の選択と形式

(85) 線量計の選択は，モニタリングプログラムの目的だけでな<，使用

する解釈方法にも依存する。実際，s線，r線およびX線にどんな線量計を選

ぶかは，基本的には身体の表面および一定の深さ，通常は 10mm，の両方にお

ける線量当量についての情報を与える線量計と，放射線の種類とその実効エネ

ルギーについて何らかの指示を与える弁別式のものとの聞の選択である。広い

エネルギ}範囲にわたる放射線用には，たとえば， LiFのよ うなエネルギー依

存性の少ない簡単な2素子熱ノレミネセンス線量計で1つの素子が組織等価のフ

ィルタで覆われているものが，前者の形式の線量計の好例である。 一方，原子
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番号と厚さの異なる材料からなる複数のフィルタをつけた， 、写真フィルムか熱

ルミネセンス素子のいずれかを用いた多素子線量計は，後者の形式の例である。

(86) 後に解釈の節で示すように，ほとんどすべての実際の場合には，身

体の表面およびlOmmの深さにおける測定で十分で、あろう。 補正なしではこ

れは，たいていの器官と組織に対する線量当量を過大に評価することになるで

あろうが，透過力の低い放射線の場合を除けば，この過大評価の結果は重大な

ことにはなりそうもない。透過力の低い放射線の場合には，多分皮膚に対する

線量で制限されることになる。フィルタつきの部分とフィルタのない部分があ

る，もっと原子番号の大きい元素を含む単純なフィルムバッジまたは熱ルミネ

センス線量計は，フィルタのない部分が電磁放射線に対してエネルギー依存性

をもつので，有効な2素子線量計とはならないことに注意することが肝要であ

る。

中性子に関するモニタリング

(87) 中性子に関する個人モニタリングプログラムの計画の原則は他の放

射線に関するものと同じであるが，実際にはその計画は他の要因によって修正

されることがある。かなりの進歩にもかかわらず，個人線量計はあるエネルギ

ー領域の中性子に対してまだ満足なものではなく，熱中性子の場合を除いて，

現在用いられている算定方法は時聞を要しかっ高価である。しかしながら，中

性子線量当量は線量当量限度に比べて低いことが多く，付随する T線があるた

めに全線量当量の一部に寄与するにすぎない。それにもかかわらず，遮蔽なし

かあるいは十分には遮蔽されていない中性子線源を扱う作業の場合には，中間

エネルギーおよび熱エネルギーの中性子の線量当量に関する情報が得られるよ

うな簡単な形式の線量計によって，中性子による被曝をモニタすべきである。

(88) 作業場所における中性子スペクトルが大きく変わることがないよう

なある状況においては，アルベド線量計のような比較的簡単な測定システムが
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有利である。アルベド線量計は，身体内で散乱して線量計に達する，検出が容

易な低エネルギー中性子を測定する。この線量計は簡単で，入射中性子の広い

エネルギ一範囲にわたって感度が高い利点があるが，その感度はエネルギーに

よって大きく変わる。それゆえこの線量計は，作業場所で予想される中性子エ

ネルギーを代表するエネルギーで校正されなければならず，多くの場合がそう

であるように，中性子エネルギーが変わり易い場合には，かなりの不正確さが

生ずる可能性がある。

(89) 入射する熱中性子に関するモニタリングは，たとえばカドミウム中

の捕獲7線を写真フィルムで測定することにより容易に行うことができる。し

かしながら，熱中性子が組織に与える線量当量は，同じフノレエンスの高エネノレ

ギー中性子が与える線量当量よりもずっと小さい。したがって，熱中性子に関

するモニタリングは，中性子スベクトルが熱領域にほぼ限定されている例外的

な状況においてのみ有用となるであろう。さらに，照射されている作業環境中

の物質および身体組織と中性子との相互作用があるのでて中性子発生装置，粒

子加速器.252Cfその他の中性子線源を扱う場合のように，全線量当量に対する

中性子の相対的寄与が大きい場合であっても，中性子用線量計に加えてつねに

適当な 7線用線量計を使用すべきである。ある特殊な状況においては，中性子

線量当量の算定値は T線と中性子線の線量当量の比から誘導されるであろう。

しかしながらこの方法は，これらの線量当量の比が十分一定であることがわか

っている場合にのみ有効である。事故時の高い中性子線量当量は，個人線量計

によらなくても，身体中の中性子誘導放射能を測定し，中性子エネルギースベ

グトノレに関する情報を利用することによっておよその算定ができる2九 (この

関係では95-96項も参照。〕

*訳注 中性子と物質の相互作用の結果T線が発生し，これが線量当量に寄与する。
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個人線量計を用いた作業モ二タリンゲ

(90) 線量当量指標率の高い区域における作業は，受けた線量当量に関し

て早期に情報を与える補助的な線量計の使用を必要とすることが多い。読みと

り易く，聴覚的あるいは視覚的な警報を備えていることが，精密な線量測定よ

りも重要な機能であろう。この種の機器の多くはX線と 7線に対してのみ感ず

るので，多量の3線または中性子の線量当量を受ける可能性のある状況のもと

では，重大な誤りをおかすかもしれないことに留意することが重要である。

(91) ある作業では高放射線場での短期間被爆が必要となることがあろ

う。このような作業はきわめて綿密に管理されなければならず，通常各作業者

が数個の個人線量計を着用するモニタリングプログラムを計画することが適切

であろう。直読式で警報っきの線量計が特殊な役割を果たすであろう。これら

のモニタリングプログラムは個々の作業の場について計画しなければならず，

したがって一般化された指針を与えることはできない。

事故時被曝の特殊モニタリング

(92) 小規模な事故時の線量当量の算定には， 80項の例(めと例 (h)

に属する作業者用の線量計を着用させることにより十分対処できる。これらの

事象で受ける可能性のある線量当量は，線量計の設計に特殊な配慮を必要とす

るほどのものではなし、。

(9の ある状況では重大な被曝をする可能性がある。次の5つの代表的な

状況がほとんどすべての場合を網羅している。

(a) 大量の放射性物質を遮蔽空間内または遮蔽空間の間で移送中に，誤操

作や装置の故障が起こる可能性がある。

(b) たとえばX線装置，加速器，数十TBq(テラベクレル)*程度かそれ

以上の放射能の線源のように高線量当量率を与えることができる装置，

* 訳注 1 TBq (テラベクレノレ)=1012Bq(ベクレノレ〉与30Ci
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あるいはホットセルで，イソターロックの失敗が起こる可能性がある。

(c) ラジオグラフィの目的で使用する線源が不注意に遮蔽なしのままにお

かれる可能性がある。

(d) 大量の核分裂性物質の取扱いで臨界事故が起こる可能性がある。

(e) 原子炉または原子炉燃料再処理プラントで装置の故障または誤操作が

起こる可能性がある。

(94) 警報っき線量計(または線量率計〉を着用することは，通常前述の

(めから (c)までの場合における重大な被曝を防止できるであろうし， (d) 

または (e)の場合に受ける線量当量をかなり軽減するのに役立つであろう。

この防止機能は，たいていの個人モニタによってなされる線量当量の単なる算

定よりもはるかに重要である。 警報っき線量計は，非常に正確である必要はな

いが，非常に信頼できるものであるべきである。他の個人線量計は， 80-82項

に示された方針によって要求される場合にのみ必要とされるであろう。

(95) 臨界事故の場合には，据置型の装置によってより信頼性がありかっ

強力な警報を与えることができる。事故の規模は予測することが困難であり，

事故が起きた作業区域の外側にかなりの線量当量をもたらすかもしれない。

しかしながら， 実際に起こったこれらの事故17)の大部分では， その大きさは

1016 fissionないし 1018fissionの範囲にあった。ほかの指示がなければ， 計画

の目的には5X 1018 fissionの大きさを使用してよいであろう。臨界事故に関す

るモニタリングの方針をたてるためには，作業者を3つのグループに区分する

と便利である。第1のグループは臨界事故が起こる可能性のある作業区域で働

く人々からなる。事故が起こったときに，これらの作業者の一部は高い線量を

吸収することがありうるので，少なくとも 10Gyまでの 7線による吸収線量に

関する情報および放射線(の発生〉源に対する作業者の向きに関する情報を与

える特殊な線量計を作業者に着用させることが通常正当であろう。さらに，入

射中性子のスベクトルを求めることができる放射化あるいは核分裂性箔を利用
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した中性子用の特殊な線量計を着用させることもまた正当であろう。この情報

と被曝した個人の向きとから中性子吸収線量を推定することができる。このよ

うな線量計は，事故が起こったときにのみ読みとられる。作業者の第2のグル

ープは，作業区域の周辺にいる人々からなる。線量当量は年線量当量限度の 10

分の 3をゅうに超えることがあるであろうが，この線量当量は臨床的意味をも

っとは考えられない。このグループは通常はその区域に立ち入らない人々を含

んでいるかもしれない。このグループ内で被曝した者を見きわめて，さらに調

査を行い，その他の人々は被曝量が低かったことを確認することが望ましい。

(96) インジウム箔のような中性子被曝の簡単な指示器は，作業者のこれ

ら両クーループを選別するのにとくに有用である。それは， より時聞がかかりか

ついくぶん便利さに欠けるが，身体中の 2.'Naと38Clから放出される放射線を

簡単に測定することによって補足するか置き換えることができる。重大な中性

子被爆のそのほかの指示器としては，身につけた放射化された金属製のものが

ある。被爆後に毛髪あるいは羊毛を含む衣服の 32p含有量を決定することによ

り，中性子スベクトルの硬さおよび被曝中におけるその者の向きに関する有用

な情報を得ることができる。ある敷地では，従業員の大多数が被曝者のグルー

プに含まれるかもしれない。それは，臨界事故が起こった作業区域に隣接した

道路のような区域に彼等がたまたま居合わせる可能性を排除し得なし、からであ

る。しかしながら他の敷地では，事故現場に隣接した区域に立ち入ることがな

く，臨界モニタリングを必要としない第3のグループの人々があろう。原子炉

事故では重大な中性子被曝の可能性は少ないが，この項および前項の大部分は

原子炉事故にも同様に適用される。

(97) 作業者の事故時被曝の算定に使用できる非常に重要な手法は染色体

異常分析法18，19)である。 それは， 放射化測定が適用できないX線と 7線の被

曝量の算定にとくに有用である。 この手法は， x線または7線の吸収線量が

O.lGyを超える場合に使用することができる。 この手法により， 被曝が本質
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的に一様であるときには全身線量を，個人線量計の方法による算定が通常困難

であったり，また不確かで、あることの多い不均等被爆に対しては，平均全身線

量の概算値を，それぞれ得ることができる。そのうえの利点は，この手法によ

り大量の被曝があったかどうかを明確に立証することができるということであ

る。さらにこの手法は，個人線量計を着用していない者が事故により被曝した

ときにきわめて有用であることが立証されている。

結果の解釈

(98) 作業者が体外放射線の場にさらされるとき，放射線源と作業者の身

体の器官および組織が受ける線量当量との聞の関係はきわめて複雑である。作

業場所内では線量当量指標率は位置と時間の関数として変動し，一方作業者の

体内では，器官または組織の線量当量は，放射線の種類と線質，放射線場に対

する作業者の向き，体内の器官および組織の位置と組成などの因子によって身

体表面における線量当量と関係づけられる。これらの因子のいくつかは作業場

所内にいる時間と位置の関数であろう。

(99) ICRUによって最初tこ定義され， 委員会によってその勧告1，2)の中

に採択されている線量当量指標の概念は，作業者の個人モニタリングに実際に

適用することはむずかしいが，そのむずかしさは乗り越えられないほどのもの

ではなし、。

(100 ) 作業者の身体表面に着用された線量計はサンプリング装置と考える

のが最もよい。この線量計は，線量計にごく近い皮膚およびその部分の直下の

組織に対する線量当量の測定値を与える。一般に，この線量計はその他の器官

と組織に対する線量当量の推定値を与えるものではない。また，それは必3ずし

も作業場所における状況の十分な評価を与えるものでもない。なぜなら，それ

は各作業者の身体上の 1点のみにおける線量当量の測定値を与えるにすぎない

からである。
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( 101) しかしながら，直径30cmの球体の後方散乱特性を十分代表するフ

ァントムにつけた個人線量計は，深部線量当量指標および表層部線量当量指標

の実測値または計算値によって校正することができる。この個人線量計は，一

方向性の放射線場に面している人の身体に着用されているときには，深部線量

当量指標および表層部線量当量指標を十分正確に示すであろう。作業者が作業

場所内を動き回り，事実上多方向性の入射放射線場にいることになる実際の場

合においてもなお，このように校正された個人線量計は，簡単な2素子計器で

あっても，ほとんどの実際の状況に対して， 109項で示すような必要とされる

正確さで深部線量当量指標および表層部線量当量指標の妥当な測定値を与える

であろう。さらに，深部線量当量指標は可能性のあるすべての被曝の組合せに

対して実効線量当量を過大に評価し，ある場合にはかなりの過大評価になるか

もしれないということを認識すべきである。

( 102) 身体表面近くの線量当量と約 10mmの深さにおける線量当量を

推定するように校正された個人線量計を使用すれば， 体外放射線にかぎれば

ICRP Publication 26の110項を適用するのに必要な情報が得られ， ICRP 

Publication 26の104項で勧告されている防護水準と少なくとも同程度に良好

な防護水準が保てるであろう。

( 103) ある作業場所において多分適切な代わりの実際的な方法は，個人線

量計を全装備ファントムにつけ，作業場所における作業者の行動を放射線源と

の関係で十分代表するように照射して校正することである。

( 104) 器官および組織の実際の線量当量を推定する試みが必要なのは，通

常は重大な事故時被曝と関連したような例外的な場合だけである。日常モニタ

リングから器官および組織の線量を算定する場合の最大の不確かさは，少数の

線量計，多くの場合ただ1個の線量計の値を身体表面全体の被曝の代表としな

ければならないという事実に由来する。線量計の結果が代表的なものでないか

ぎり，人体内で、の深部線量の詳細な計算を行ってもほとんど意味がない。この
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ような場合には，身体の種々の部分の吸収線量と線量当量を算定するために事

故を再構築することが有用で、あろう。

日常モ二タリング

(105 ) 多くの線量計の使用を必要とすること，および実際の器官・組織線

量当量を算定することの複雑さのため日常の個人モニタリングにはほとんど使

えないので，深部線量当量指標および表層部線量当量指標に基づく単純化され

た方式が採用されなければならない。

(106 ) 体外放射線の管理において最も一般に必要とされる限度は，実効線

量当量，皮膚に対する線量当量および水品体に対する線量当量に関する限度で

ある。すべての実際の状況の大部分で，身体表面における線量当量の測定が皮

膚に関する線量当量限度に関連づけられ，かつ， 10mmの深さにおける測定が

実効線量当量に関する線量当量限度に関連づけられるならば，表面の線量当量

と10mmの深さの線量当量を示す線量計により， 十分な管理ができるであろ

う。水晶体は，表面と 10mmの中聞の深さなので，ほとんどの場合に十分防

護されるであろう。高エネルギーのF線による被爆が支配的であり，皮膚の被

曝と実効線量当量とがそれぞれ該当する限度を下回っているのに，水晶体が線

量当量限度を超えて被曝することが理論的にはあり得るような状況を仮定する

ことは可能である。しかしながら，作業者に防護眼鏡を着用させることのよう

にすべての被曝を合理的に達成できるかぎり低く保つことにより，このような

状況はどんな実際的意味ももたなくなるであろう。線量計の着用部位は身体表

面の全面を代表するものであるとするか，あるいは，放射線場が著しく不均ー

であって数個の線量計を着用している場合には，その各々が身体表面のかなり

の面讃を代表するものとする。

(107 ) たいていの状況においては，この解釈の方法は，極度に不均一な放

射線場の場合を除けば，不合理なほどきびしすぎることはなく，日常の個人モ



( 47 ) 

ニタリソグの目的に十分合致する。

(108 ) 被曝をもたらす放射線場が，たとえばその大部分が細い放射線ピー

ムからなっているような場合には，身体表面に着用する線量計のどんな実行可

能な組合せも，身体の器官および組織の線量当量を代表する推定値を与えるこ

とができなし、。このような状況においては満足な個人モニタリングを実行可能

ではないので，管理は作業場所のモニタリングとビームへの接近を制限するこ

とによって達成しなければならない。

日常モニタリンゲにおいて要求されあ正確さ

(109 ) 体外放射線についての日常個人モニタリングにおいて容認できる不

確かさは，調査レベルよりもいくぶん低くあるべきで，測定される年聞の深部

線量当量指標および表層部線量当量指標の推定値と関係づけて最もよく表現で

きる。これらの量の年間の値〈または，慎重に解釈を行っている場合にはその

上限値)の測定における不確かさは，合理的に達成できるかぎり引き下げるべ

きである。これらの量が該当する年限度と同じ桁である場合には，不確かさは

95%の信頼度で係数1.5を超えるべきではなし、。線量当量がlOmSvに達しな

い場合には，95%の信頼度で係数2の不確かさが容認できる。 この不確かさに

は，線量計とその校正における固有の誤差はもちろん，入射エネルギーと入射

方向に対する線量計の感度の変化による誤差が含まれる。この不確かさには，

線量計の結果から組織または器官の線量当量を誘導するさいの不確かさは含ま

れなし、。

事故時被曝のモニタリング

(110 ) 小さな事故で，深部線量当量指標が限度よりほんの少しだけ高い場

合には，器官および組織の線量当量それ自体はなお実効線量当量に関する年限

度を満足しているであろう。引き続き，入射放射線のエネルギースペグトノレと
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方向に関する情報により，これらの線量当量のより現実的な算定を行うことが

できるであろう。この情報は通常，放射線源と作業の方法とに関する知識から

得られるであろうが，この情報が得られずそのような被曝がよく起こるもので

ある場合には，必要なスペクトルの情報が得られる線量計を用いることが役に

立つであろう。方向に関するデータは，フィルム線量計のような適切な線量計

の使用，数個の線量計の使用，または作業者への質問によって得ることができ

る。

(111 ) 大きな事故で，吸収線量が医学的見地からの注目を必要とするほど

高L、かもしれない場合には，これらの線量を早期に示すことが必要であろう。

実際には，体内における吸収線量の大きさと分布に関して不確かさが生ずるこ

とが多い。 このような不確かさの解決には， 使用している個人線量計で得ら

れるよりもさらに正確な吸収線量の決定を必要とするであろ うし， 極端な場合

にはこの被爆をひき起こした放射線場を再構築することが必要になるかもしれ

ない。個人線量計からは参考となる重要な点が得られるはずであり，付加的な

情報は事故に関する知識から得られるであろう。臨界事故の場合には，中性子

のエネルギースベクトルと空間分布がわかっていれば，中性子による吸収線量

の解釈は非常に容易になる。この理由から，事故用線量計には通常エネルギー

依存性のある特別な素子が組み込まれており，被曝の方向と広がりに関する情

報を得るために，そのいくつかは着用され， あるいは作業場所の要所に置かれ

る。放射線被曝の全面的な再構築を必要とするときには，いろいろな点での吸

収線量の直接測定を試みることはもちろん，ファントムの内部と周囲における

放射線場の基本的な特性の測定を行うことが通常適切であろう。たとえば，多

数の点でのフルエンスとエネルギースベクトルを知ることは，吸収線量の種々

の成分の算出を容易にし，吸収線量の直接測定を補うであろう。この複雑な測

定は日常用個人線量計の能力範囲を超えており，したがって， 再構築された事

故がもとの事故に対応するように調整するのに必要な拡大率を算定するための
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一手段とみなすべきである (95-96項も参照〕。事故時被曝の取扱いに関する

原則と一般的手順は， ICRP Publication 2812)に記述されている。
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H. 皮膚汚染に関するモニタリ γ グ

( 112) 身体の体外照射に寄与するものの一つに皮膚汚染がある。皮膚汚染

は決して均等に起こるものではなく，身体のある特定の部分，とりわけ手に選

択的に起こる。日常モニタリングの目的では，汚染は約lOOcm'の面積にわた

って平均化されているものとみなすのが適切である。したがって，皮膚汚染に

関する日常モニタリングの解釈は， 100cm'の面積にわたる平均線量当量を基

礎として行うべきである。皮膚汚染に関するたいていのモニタリングでは，そ

の読みとり値を誘導限度あるいは認定限度と比較し，実行可能であれば汚染を

減少させる。これらの限度を超えていない場合には， 日常的には放射線の線量

当量を算定する試みは行われない。しかしながら，ときには汚染が持続したり，

あるいは初期の汚染が高くて，線量当量の何らかの推定値が必要になることが

ある。これらの推定値は，汚染源物質からの放射線が皮膚表層より下で吸収さ

れる場合にはとくに，極度に不正確なことが多い。 2桁程度の不確かさはまれ

ではない。したがって，このような推定は定性的なものとみなさなければなら

ず，体外放射線に関Lて一般に行われているそニタリングとは区別して考察し

なければならない。しかしながら，線量当量の推定を行って該当する線量当量

限度の 10分の lを超えたときは，それを各人の個人記録に含めるべきである。

汚染の一部はまた体内に移行して，体内被爆をひき起こすこともある。これに

関連した放射性物質の体内への摂取に関するモニタリングは，次章で検討する。
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1. 体内汚染に関する個人モニタリング

モニタリングプログラムの計画

サービスの規模

(113 ) 体内汚染に関する個人モニタリングの主要な目的は，35項および78

項で概要を述べた体外放射線に関する個人モニタリングの目的と原則的に同様

である。体内汚染に関するモニタリングのプログラムは，通常，装置に要する

費用だけでなく，科学的および技術的マンパワーに要する費用によって制限を

受ける。それゆえに，重要なことは，モニタされる作業者の選択を適切にすべ

きであるということである。 79項で、述べたように，個人モニタリングに関する

作業者の選択は，彼等の作業する条件が作業条件AあるいはBのいずれによっ

て記述できるかということに基づくべきである (10項参照〉。作業条件Aの作

業者は個人モニタリングの対象とすべきであるが，その他の作業者は通常これ

が必要でなく，作業場所の日常モニタリングで通常十分である。経験によれば，

下記の作業においては，体内汚染に関する日常個人モニタリングがほとんどい

つも必要とされるであろう:

(a) 大量の気体状および揮発性物質，たとえば，大規模な製造工程と発光

体製造におけるトリチウムとその化合物の取扱いおよび重水炉中の酸化

物として存在するトリチウムの取扱い;

(b) 天然、および濃縮ウランの処理また原子炉燃料加工で作業場所の汚染が

頻繁に発生する状態にあるもの;

( c ) フツレトニウムおよび他の超ウラン元素の処理;
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(d) ウランの粉砕および精錬*;

(e) 大量の放射性核種の製造。

空気モニタリングの結果および同じような作業の過去の経験も，個人モユタリ

ングの必要性を評価するために用いることができる。付録Bにその指針を与え

てある。

特殊モニタリング

(114 ) 有意の摂取を起こしたかもしれないことを作業場所におけるモニタ

リングの結果が示Lた場合，あるいは放射性物質の有意な摂取を起こす可能性

のある既知の事故に作業者が遭遇した場合には，特殊モニタリングを開始すべ

きである。皮膚汚染および鼻汁の簡単な検査によって，さらに詳細な調査を即

座に行う必要性がないとわかることがときにはあるであろう。どんな状況が特

殊モニタリングを必要とするかは経験によってのみ知ることができ，したがっ

て，このようなプログラムの結果を，このプログラムを開始した状況との関連

で検討することがきわめて重要である。

( 115) 特殊モニタリングは，人体における放射性核種の代謝を調べるのに

有効に利用されることがあろう。 このことから， 体内の放射能レベルが個人

モニタリングにとって直接問題となるレベルよりも低い場合について測定を行

うことがしばしば正当化されるであろう。この種の研究は促進されるべきであ

る。

モこタリング方法の選択

(116 ) 体内汚染に関するモニタリングの 2つの方法は， 体外測定による

人体あるいは組織中の放射性核種の算定と排世物または体液の試料の分析であ

* 採鉱時のモエタリングは. ICRP Publication 24 iウラン鉱山その他の鉱山におけ
る放射線防護」で取り扱う。
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る。これらの方法のどちらをとるかは主として汚染源物質が放出する放射線に

よって決められる。一般には，全身，肺あるいは甲状腺計測のような直接測定

はT放出体およびX線放出体の算定に適した方法であるが，その他の放出体で

は制動放射線の測定あるいは試料の分析が唯一の可能な方法である。考慮すべ

きもう一つの要素は，モニタリングサーピスの利用のしやすさである。サービ

スが集中的に行われる場合には，測定設備のある場所に作業者を送ることより

もむしろ分析のための試料を送る方が容易であろう。

日常測定の頻度

(117 ) 日常測定の頻度に影響を及ぼす最も重要な因子は，放射性物質の摂

取の時間的な分布のパターン，汚染源物質の体内滞留時間ならびに該当する誘

導調査レベルと記録レベルとの関連における検出感度である。日常測定が必要

とされ，個人の摂取量または線量当量の算定のためそれを開始する場合には，

測定は有意の摂取量をすべて検出できるような間隔で行うべきである。いくつ

かの状況では，ひとたび満足な作業状態が確立された後は，これを作業場所の

日常モニタリングにより確かめることができるので，摂取量およびこれによる

線量当量を日常的に推定することは必要ではない。さらに，作業状態が漸次悪

化する場合は，適切な試料をたまに測定することによりうまく見出すことがで

きる。これらの測定は個人の線量当量を算定することを意図するものではない

から，測定の頻度は作業状況によって決定される。他方，消化管中にある不溶

性物質のよ うに非常に実効半減期の短い物質であれば，日常モニタリングは実

際的ではないほどに頻繁にしなければならないことになろう。幸いにして，こ

のような物質については作業場所のモニタリングを行うことによって適切な管

理状態を維持できる。体内汚染に関する個人モニタリングの頻度についてのこ

れ以上の指針は ICRPPublication 104)に与えられている (120-121項も参

照)0・
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(118 ) 体内における実効半減期が長い物質では， 1ALIを摂取した後の残

留量は，体外計測器あるいは体液の分析によって測定できる量よりも通常はる

かに少ない。 したがって， このときの測定の間隔は， 体内に放射性物質が長

期聞かかって蓄積していくことの定期チェッグを行う必要性によって支配され

る。実効半減期の長い物質のための日常個人モニタリングで，作業場所の不満

足な状況を早期に見出すために用いることができるような，実行可能な方式は

存在しない。この目的のためには，作業場所のモニタリングが必要で、ある。

結果の解釈

(119 ) 体内汚染に関する個人モニタリングの結果を，委員会の勧告，該当す

る誘導または認定限度，あるいは被曝を合理的に達成できるかぎり低く保つと

いう見地から導入されたその他のレベルによって解釈することは困難である。

なぜならば，線量当量あるいは預託線量当量は，時間の関数としての器官ある

いは組織の放射性核種含有量によって決定されるからである。含有量は，その

放射性物質の代謝特性および放射線学的特性だけでなく，時間の関数としての

体内への摂取のパターンにも依存する。さらに，作業者による放射性核種の吸

入あるいは経口摂取に関する委員会の補助限度は摂取量の年限度で与えられて

おり，特定の器官および組織中の放射能についての限度では与えられていない。

これらの理由により，実際には，体内汚染モニタリングプログラムで測定され

る量と該当する補助限度あるいは認定限度とを結びつける代謝モデルを確立す

ることが必要になる。このようなモテ.ルを確立することによって，体内汚染に

関するモニタリングから得られる結果の意義を推定することができる。

日常モ二タリンゲ

(120 ) 日常個人モニタリングは既知の摂取とは必ずしも関係なくある決め

られた時間間隔で行われるので， 119項で言及した代謝モデルを確立するため
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には摂取のパターンを仮定することが必要である。日常モニタリングの目的に

は，モデルは次のような仮定，すなわち，作業者は適切な限度あるいは限度の

一部に対応するほぼ均一な摂取があるようなあるレベルの作業場所の汚染に連

続的にさらされているという仮定に基づいたものとすることができる。あるい

は，摂取がモニタリング間隔の中間点で起こったと仮定することもできる。こ

うすれば，代謝モデルは器官および組織の放射性核種含有量と身体からの排世

率についての情報を与えるはずであり，日常個人モニタリングプログラムの結

果はこれらの情報に照らして解釈することができる。

(121 ) 日常モニタリングの測定がほぼ一定の間隔で行われるならば，調査

レベルは22項で述べたように決めることができる。 このことは， 調査レベル

を ALI勧告値の 0.3/nに相当する放射性物質の摂取量と定義することができ

ることを意味している。ここでnは1年聞におけるサンプリング期間の数であ

る。 120項で言及したような代謝モデルを使うことによって， ALIに直接関連

した誘導調査レベルを定めることができ，こうして，それ以上詳細な情報が得

られない結果を適切に解釈することが可能になる。実際の状況下では摂取が連

続的に起こることはまれであり，また測定聞のし、かなる時点においても起こり

うるが， 上記の方法は， 大部分の状況下で， 長期間の平均摂取量を算定する

のに適切なものであろう。摂取時点についてのはっきりした情報がある場合に

は，適切な排世関数を用いてさらに詳細に計算することができるが，これはか

なりの量を摂取した疑いがあるときだけ行えばよい。適切とされる記録レベル

はすべての場合に調査レベルの3分の lである。個人の結果がこの適切な記録

レベル以下で、あれば，摂取量またはこれに相当する預託線量当量を計算する必

要はない。記録レベル以下の個人モニタリング結果は，個人記録の一部とする

必要がない。

(122) 118項で述べた問題があるので，119項および120項で提案した方法

を適用することがつねに可能であるとはかぎらない。たとえば， プルトニウム
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のようないくつかの物質については，測定により身体および器官含有量の推定

値が得られるであろうが，その精度あるいは感度は l年聞の摂取量を推定する

ためには十分で、はないで、あろう。しかし，これらの測定は，体内汚染のより長

期にわたる蓄積についての情報を与えるうえで，またこれにより，委員会の勧

告が長期間にわたって守られているかどうかを検査するうえで，有用であろう。

体内汚染に関する日常モ二タリンゲにおいて要求されあ正確さ

(123 ) 体内汚染に関する日常個人モニタリングにおける不確かさは，理想

的には， 体外放射線に関するモニタリングにおいて容認される不確かさ (109

項参照〕と同様であるべきである。 しかし実際には， 不確かさを50%程度に

小さくすることでさえ，体内汚染に関する日常モニタリングにおいてはめった

に可能ではなし、。これは，測定の誤差の他に，摂取および残留のパターンにつ

いての知識が不足していることから生ずる誤差があるためで、ある。これらの状

況のもとでは， ある決まった目標値*を一般的に設定するのは適切ではなし、。

測定値を利用する場合，とくに摂取量あるいは預託線量当量を気にしている個

人にそれを知らせる場合には，不確かさが大きいことを見過ごすべきではない。

特殊モニタリング

(124 ) 体内汚染に関する特殊個人モニタリングプログラムが必要となる諸

状況は 114項に述べられている。解釈の方法は日常モニタリングについてのも

のと基本的に同じであるが，摂取の時期と仕方，および，おそらくは摂取した

放射性物質の物理的および化学的形態についても，かなり多くの情報が通常得

られるであろう。入手可能な場合には， ALIを計算するために標準データη の

かわりに個人の代謝データを使うことができるであろう。このときは，一次限

* 訳注不確かさに関する係数(体外測定における1.5あるいは2に相当ー109項参
照一〉をさすものと考えられる。
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度と直接比較するために，個人のデータを使用Lて個々の器官および組織の預

託線量当量と預託実効線量当量を推定すべきである。通常， 一つの型のモニタ

リングのみに信頼をおくべきでなく，体内量または組織線量当量の最終的な推

定値を得るには，個人モニタリングおよび作業場所のモニタリングの両方から

入手できるすべてのデータを考慮すべきである。
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J. 品質保証

(125 ) との報告書では，品質保証を，モニタリングプログラムの結果に十

分な信頼性を与えるのに必要な，計画された組織的な行為を意味するものとし

て述べる。品質保証には，用具，装置および手順が定められた要件にかなって

いるかどうかを評価するすべての行為を伴う品質管理が含まれる。重要なこと

は，どんなモニタリングプログラムにも，一つの肝要な部分として，用具およ

び装置が正しく機能し手JJ頂が正しく確立かつ実施され，分析が正しく行われ，

誤差がかぎられ，記録が正しくかっ敏速に保存され，要求される測定精度が維

持され，また系統誤差が起こらないことを保証するのに役立つ品質保証プログ

ラムが含まれるべきであるということである。

(126 ) 一般に，品質保証プログラムの計画にあたっては，次の因子を考慮

に入れるべきである:

(a) 用具および装置の品質;

(b) 職員の訓練および経験;

(c) 品質管理用試料の日常分析による手法の正しさの確認，および標準的

分析法の使用;

(d) 用具および装置の校正と保守の頻度。測定系の変動しやすさがこのこ

とに影響を与える重要な面であろう;

(e) モニタリングプログラムの結果が国家標準に対してトレーサピリティ

をもつことの必要性;

(f) 要求される品質が達成されておりかつ維持されていることを証明する

ために必要な文書の範囲。

(127 ) 測定の必要とされる正確さの問題に関しては， 109項および 123項
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にいくらかの指針を示してある。しかしながら，モニタリングプログラムの全

過程で行うすべての種類の測定に対し，必要とされる正確さについて，共通に

適用可能な指針を与えることはできない。 なぜならば， これは実施される測

定の種類と作業者防護の観点からのその重要性とに依存するであろうからであ

る。さらに，いくつかの場合には，ある測定を行うために現在利用しうる最良

の方法でさえも大きな誤差を本来的に生じ易く，それはそのまま受け入れざる

を得ないであろう。

( 128) 品質保証プログラムの範囲と程度は，モニタリングプログラムの一

部として行われる測定の作業者防護の観点からみた重要性にも依存するであろ

う。一方，品質管理で行うことは，組み込まれたチェック用線源による装置の

簡単な動作試験から，個人線量計のサービスの正確さ，エネルギー依存性など

に関し定められた要件に合っていることを確かめるための綿密な校正まで，さ

まざまで、あろう。
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K. 用語の説明

C 129) この報告書で使用した用語の説明と定義を以下に示す。 多くの場

合，用語は通常の意味で用いられている。この報告書で特別の意味をもたせた

数少ない例外について以下に示す。

管理区域 Ccontrolledarea):当該区域外の作業者が線量当量限度の 10分の

3以上を受けることがほとんどないように立入りを制限する区域で，しば

しば，既存建造物等の構造上の境界をもとにして決められる。

誘導限度 Cderivedlimit CDL)):ある定義されたモデルによって該当する

線量当量限度あるいは年摂取限度から誘導される限度で，その限度に従う

ことが該当する基本限度に事実上従うことになるもの。 DLは線量当量，

預託線量当量あるいは放射性核種の摂取量以外の量と関連づけられるであ

ろう。

線量計 Cdosemeter):ここでは，ある種類の放射線量を測定するどんな装置

をも一般的に表す意味で用いる。たとえば，フィルムパッジ。

弁別型線量計および表面線量計 Cdiscriminatingdosemeter and surface 

dosemeter): 85項で定義したとおりである。

被爆 Cexposure):ここでは，一般的な意味に用いる。

摂取量Cintake):体内に摂取された放射性物質の放射能量。

調査レベルCinvestigationleveO:線量当量あるいは摂取量の値で， この値

を超えると，それをひき起こした状況の検討あるいはなりゆきの評価など

のようないっそうの調査あるいは事情聴取が正当化されるほどの重要な結

果をまねくレベル。

医療職員 Cmedicalstaff):健康管理(医学的監督〉にたずさわる医師および
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そのほう助者。

モニタリング Cmonitoring):放射線または放射性物質に対する被曝の推定

あるいは管理に関係した理由のために行われる，放射線または放射能の測

定。この用語には測定の解釈が含まれる。

個人モニタリング(individualmonitoring) :作業者個人が着用した装置

による測定およびその解釈，あるいは体内や排世物中または体液中の放

射能について行われる測定およびその解釈で，そのような測定が，身体

の組織に対する線量当量あるいは預託線量当量，あるいは体内への放射

性物質の摂取量，または体内の放射能量の推定値を与えることを意図し

ている場合をL、う。

作業場所のモニタリング Cmonitoringin or of the workplace):作業者

の環境に関する情報および作業者が行う作業についての情報を得ること

を意図したモニタリング。

作業モニタリング Coperationalmonitoring) :ある作業にとくに関連した

モニタリング。

日常モニタリング Croutinemonitoring) :そのときに行われている作業の

特定の段階には無関係に，多くはあらかじめ定められた間隔で行われる

そニタリングで，継続して行われる作業にとって状況が満足なものであ

るかどうか，また作業状況の再評価を必要とする何らかの変化が起こっ

たかどうかを確かめることを意図したもの。

特殊モニタリング Cspecialmonitoring):特定の問題を解明するためある

いは異常な状況またはそのおそれが存在するときに，かぎられた期間行

われるモニタリング。

記録レベル Crecordinglevel):繰量当量あるいは摂取量のレベルで， それ

を超えると，モニタリングプログラムの結果が記録と保管に値する重要性

をもつようなレベル。
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監視区域 Csupervisedarea):この区域外の線量当量が線量当量限度の 10分

のLを超えることはほとんどないようにその境界が選定される作業場所の

一区分。

警報っき線量計 Cwarning dosemeter):個人が着用する装置で，前もって定

められた線量あるいは線量率のレベルを超えたときに，通常は音による警

報を発する線量計。
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付録

これらの付録に示Lた例は委員会が勧告した限度に関連するものである。最

適化に基づく限度に関連した同様の例を誘導することができる。

付録 A

体外放射線に関する個人モニタリ γグの

ための作業者抽出基準

A.1. この報告書の 80項に，個人モニタリングプログラムを計画する助け

とするために，作業条件の例が与えられている。これらの例の一つに低放射能

の線源を扱う作業がある。この付録の一つの目的は，初歩的な防護手段がとら

れているならば，手も含めていろいろな器官と組織とに対する線量当量がきわ

めて高い確率で勧告線量当量限度の 10分の 3未満であるような，線源の放射能

の値を示すことである。これらの初歩的な注意が払われなければ手および皮膚

の局所はこの値より高い線量当量となる可能性があるが，これらは日常の個人

モニタリングサービスによって適切に検出あるいは算定されないであろう。そ

して，このような注意の不足がありうるということ自体が，個人モニタリング

を必要とする根拠となるべきではない。

A.2. この付録のもう一つの目的は，満足な実施規定が適用されていれば

個人モニタリングを必要としない作業の種類を掲げることである。
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低放射能の線源

γ線源からの全身照射

A.3. 1年につき 50mSv (5 rem)という[勧告された線量当量限度の 10分

の3を与えることになる T線源の放射能を算定するためには，被曝時間と作業

者の線源からの実効距離とを仮定することが必要である。作業時聞を 1年当た

り2，∞0時間，作業距離を 1mとする組合せが算定のために合理的な基礎とな

ると考える。これらの前提をとれば，個人モニタリングを必要とする線量当量

率は 7.5μSv/h (0.75 mrem/h)となり， これは，r線エネルギーの広い範囲

にわたり， 50MBq'MeV (約 1mCi'MeV)よりも多少強度(エネルギー放出

率〉の高い T線源に相当する。

γ線源による手の照射

A.4. 手に対する勧告された線量当量は 0.5Sv/y(50rem/y)である。こ

の値は実効線量当量に対する数値の 10倍であるが，線源から手までの実効距離

は線源から身体までの距離よりも全体として短く，これを 30cmととるのが合

理的であろう。 このとき， 同じ強さの線源に対し線量率が 10倍に増大するの

で，身体の被曝に対して導いた値は手の線量を制限するためにもふさわしいも

のとなるであろう。

β線源による照射

A.5. s線の線源に遮蔽のないものは少なく，また通常は線源内で、いくら

かの自己吸収がある。したがって，ある距離における線量当量率は T糠源に対

するようには容易に計算することができないo s線のある程度の吸収を考慮す

ると， 単位放射能当たりの線量当量率は，r放出体の場合の 10倍ぐらいにな

るであろう。一方，皮膚に対する勧告された線量当量限度は全身に対する値の
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10倍である。

戸/r放出体について示唆される限度

A.6. 簡単なピンセットやトングを用い，また使われていない線源に遮蔽

がしてあれば， 50MBq'MeV C約 1mCi.MeV)までのT線源を連続的に使用

しても， 年線量当量は勧告された線量当量限度の 10分の3以下であろう。実

際には，このような作業のほとんどすべては断続的であり， 50MBq'MeV C約

1mCi.MeV)以下の T線源を扱う作業には日常的な個人モニタリングは要しな

いと考える。

A.7. しかしながら， 実質上遮蔽されていない 50MBqC約 1mCi)のP

線源を扱う連続的作業では，手の皮膚に対する線量当量が，勧告された線量当

量限度の10分の3を超えることがあるであろう。手以外の皮膚に対する線量

当量が， 当該年限度の 10分の 3より少ないことはほとんど確実であろう。 し

たがって， 80項の例 Cd)に該当する戸線源に対する上限値は，少なくとも高

エネルギ-s放出体に対しては， 50MBq C約 1mCi)よりいくぶん少なく，た

とえば5MBqC約 100μCi)とすべきである。 軟P放出体(最大エネルギーが

0.3MeV未満〉については，線源自体とそれを取り囲む空気中での吸収が比較

的大きいので， 50MBq C約 lmCi)という値が適切であろう。個人モニタリ

ングが必要とされる場合，指と手をモニタする必要性について注意深く考慮す

べきである。

A.8. 要するに，次に掲げる放射能以下の線源を取り扱うさいには， 体外

放射線に関する個人モニタリングは必要でないと考える。簡単な予防手段がと

られ，またいかなる場合にも素手で線源を握ることがないものと仮定する。

T放出体 Cs線は完全に遮蔽〉

50MBq'MeV C約 1mCi'MeV)

P放出体 Cr線の有無に関係なし)
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Em.x~O.3MeV 5MBq (約 100μCi)

E血日<O.3MeV 50MBq (約 1mCi)

中性子線源

A.9. 中性子モニタリングのための要件は87-89項で検討した。

X線および r 線によ~ラジオグラフィ装置と蛍光透視装置(医療用および工

業用)

A.lO. サーベイあるいはあるかぎられた個人モニタリングプログラムによ

り，作業手順が高い〈安全)水準にあることを確証できる場合には，ある種の

作業には日常個人モニタリングが必要ないと判定してよい。この種の作業の例

としては次のようなものがある。

(a) X線およびr線によるラジオグラフィを取り扱っている部門での，放

射線を扱わない作業;

(b) 歯科 (X線)撮影;

(c) 放射線による制御あるいは測定を含む産業工程における決まった作

業，たとえば厚さ計やレベル計による作業。

X線および T線による放射線治療装置

A.l1. 作業手順と機械的手段によって，放射線治療用照射室への立入りは

通常制限される。これらの組合せによって線量の低いことが確証できる場合に

は，この作業は作業条件Bとして分類できる。しかしながら，このことは十分

に明確でない場合が多いので，日常個人モニタリングの必要性に関するさらに

詳しい指針が必要になる。作業手順が一貫して高い(安全〉水準にあるならば，

次のような種類の作業は日常個人モユタリングを要しないとみなしてよい。

(a) X線治療およびT線治療部門での，放射線を扱わない作業;
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Cb) X線，r線および加速器による遠隔照射治療。

しかし， A.10項およびA.ll項で検討した作業の場合に，予期しない高い放

射線場に対して警告を与えるような個人線量計を支給することは，日常個人モ

ニタリングの観点、からは必要ではないが，事故による高被曝の発生を減少させ

ることができるという点から正当化されるであろう。
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付録 B

体内汚染に関する個人モニタリングの

ための作業者抽出基準

B.l. この報告書の本文中 (113-114項〉に，体内汚染に関する個人モニ

タリングプログラムを必要としそうな作業の種類についての指針が与えられて

いる。このほかの種類の作業には個人モニタリングは必要でない場合が多いけ

れども，作業場所のモニタリングプログラムから得られる結果に照らして，そ

の必要性の有無を考慮しなければならないことがときにはある。この付録の目

的は，空気モニタリングの結果を，体内汚染に関する個人モニタリングの必要

性の評価に使えるようにする方法についての指針を与えることである。この指

針は113-114項につけ加わるものである。

B.2. どこに線を引くかは明確ではないが，体内汚染をもたらす可能性の

ある 3つの状況を別々に考えてみると便利である :

(a) きわめてまれに，通常は不規則に起こる事象が原因となって生ずる作

業場所の汚染;

(b) 平常作業の結果として，変化はするが本質的には連続している作業場

所の汚染;

(c) 小さなまちカtいの結果として生ずる，不連続ではあるがまれとはいえ

ない作業場所の汚染。

(a)と (c)との状況の区分は頻度の問題である。すなわち毎月あるいはそれ

に近い頻度で汚染が予測される場合， その状況は (c)で、述べられたものとな

る。

B.3. (a)の状況では， 作業者が年摂取限度の10分の3以上の放射性被
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種を摂取する可能性は過去のモニタリング結果からだけでは算定できない。そ

れは，経験に照らして行うその作業の一般的な検討に基づいて算定しなければ

ならない。 この検討によって摂取の確率が低いということが確証されるなら

ば，個人モニタリングは日常的には必要ではないであろう。しかしながら，汚

染事象が検出された後には，特殊個人モニタリングプログラムが必要となるか

もしれない。このような汚染事象は作業場所のモニタリングによって検出され

るかもしれないし，作業状況からみてはっきりしているかもしれない。

B.4. (b)の状況では，空気モニタリングプログラムの結果がおもな情報

源となるであろう。その測定が作業者の呼吸域で行われるならば，個人の摂取

量は，作業分担と作業上の習慣の違いのために，平均値のまわりに分布するで

あろう。空気モニタリングプログラムがうまく計画され解釈されている場合に

は，作業モニタリングあるいは特殊モニタリングにより，一個人の 1年聞にわ

たる摂取量がそのグループの推定平均摂取量の約3倍以上にはなりそうもない

ことを確証することができるであろう。したがって，呼吸域における空気モニ

タリングの結果の年間平均が誘導空気中濃度の 10分の 1よりも小さい場合に

は，作業者の摂取量が勧告された年摂取限度の 10分の3を超えることはほとん

どありそうになく，個人モニタリングは日常的には必要ではない。

B.5. (c)の状況では，汚染源は (b)の状況におけるほど明白には見き

わめられず，空気モニタリングの結果は通常は呼吸域直接よりもむしろ作業場

所の一般空気から得られる。このような測定の長期間平均と個人空気サンプラ

の結果の長期間平均との関係は73項で論じられている。 これら平均値聞の比

は約 1桁が典型的で，そのため，空気モニタリングの結果の年間平均が誘導空

気中濃度の 30分の l以下の場合には，作業者の摂取量が勧告された年摂取限度

の 10分の 3を超えることはほとんどありそうになく，個人モニタリングは日常

的には必要とされないであろう。しかしながら，特殊モニタリングプログラム

が監視システムの重要な部分をなすことになるかもしれない。
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B.6. 上述の (b)と (c)の状況において，もし空気モニタリングの結果

からいく人かの作業者の摂取量が勧告された年摂取限度の 10分の3を超えて

いるかもしれないことがわかった場合には，個人個人の被曝をさらに注意深く

算定することが必要になるであろう。これは必ずしも日常個人モニタリングの

必要性を意味するものではない。より広範囲の空気サンプリングを含む，ある

かぎられた期間にわたって行われる実験的検討と，おそらくいくらかの個人モ

ニタリングとによって，空気モニタリングの結果がよりよく解釈できる十分な

情報を得られることが多く，これにより体内汚染に関する日常個人モニタリン

グの必要性についてよりよい決定を下すことができる。
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